
平成２１年度　部局目標実績報告書



《重点目標達成度凡例》

→ 既に事業化したり、見直しが実現した項目

→ 予算計上がされたり、概ね計画どおりに進行している等、実現に近い項目

→ 検討段階である、取り組みに着手したばかりである等、実行初期の項目

→ 現状では実現の程度が判定できない、又は計画に未着手である項目

市 民 生 活 部

保 健 福 祉 部

都 市 整 備 部

《部　局　名》

企 画 調 整 部

総 務 部

産 業 建 設 部

教 育 委 員 会 事 務 局

議 会 事 務 局

水 道 局



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

組織機構改革の実施 1

自主防災組織連絡協議会の設立 2

災害時要援護者支援対策の充実 2

新総合計画の策定 2

人事評価システムの充実 5

ホームページの効果的な運用 5

広報・広聴分野の充実 5

庁内情報化の推進 8

時間外勤務の管理と縮減 8

電子自治体の取り組み推進 8

達　成　度

平成２１年度部局目標

　厳しい財政状況のなか、本部としてはサービスの低下にならない人件費の抑制策を推進する。　その実
施には、市民要望に即した事業の展開と、それに見合う組織・人員の配置を行い、また、可能な事業は民
間委託への方向性を探っていく。
　同時に市民の安全・安心のための有事の対応にも研究を重ねる。さらに、現総合計画の検証をもとに、
新たなまちづくりのステップへ向けて、平成２３年度からの新総合計画の策定を進めていく。

重点目標

企画調整部部局名



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 組織機構改革の実施 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

《現状と課題》

《将来予測》

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
議案提出 ＋ １２月議会 12月議会 単年
例規施行 ＋ ２２年４月 22年4月 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
本部会議回数 ＋ ３回/年 ４回/年 単年
幹事会回数 ＋ ３回/年 0回/年 単年

実績報告（成果と課題）

企画調整部

取組方法１ 目標指標
例規の整備

平成21年4月に一定の課の設置及び係の設置を行ったが、今後来るべき地方分権に対応した柔軟な組織及び市民の意思を反映し
たわかりやすい組織改革を実施する必要がある。

平成23年度より施行の新総合計画と整合のとれた組織の構築を行うことを目的とし、総合計画の分野別政策に適合した部局の配
置、施策に適合した課の設置をし、各課のミッション及び責任の所在を明確にする。

部局長評価

Ａ

　行政組織条例、事務分掌規則等の関係例規の一部改正を実施し、市民サービスの向上、行政内部の生産性の向上等を目的とし
た組織機構の改編を実現した。
　活動指標として設定した経営企画本部会議等の開催についても、概ね計画どおりに目標値の達成ができたものと考えている。な
お、幹事会の開催は行わず、経営企画本部会議での集中審議としたところであるが、会議の間隔をある程度あけたことにより、各部
局において所管課の意見等集約のための時間的余裕も確保できたと考えている。
　なお、今後も市民満足を十分に考慮しながら臨機応変な組織改編に努めたいと考える。

目標指標
経営企画本部会議の開催



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 自主防災組織連絡協議会の設立 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
防災会へアプローチ ＋ 　　　　２２年 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

自主防災組織連絡協議会の設立に向けたＰＲ等

企画調整部

《現状と課題》
　市内の自主防災会では、災害が発生したときに被害を最小限に防止するために、地域の人たちが初期消火訓練や避難誘導訓練
を行い、各防災会で様々な活動を展開されています。ただ、自主防災会の組織率は高いが、現在活動をされている団体は限られて
いる。
　また、活動をされていない自主防災会への啓発活動、自主防災会の活動が継続的な取り組みとなるよう支援、自助・共助による地
域住民の防災意識の向上などが課題といえる。

《展望》
　各自主防災会が参加して、全市的な取り組みとなる自主防災組織連絡協議会の設立が望まれる。

取組方法１ 目標指標

目標指標
　

部局長評価

Ｄ

未結成。自主防災会の活動に格差があり、協議会の結成は難しい状況である。
協議会を結成するためには、自主防災会未結成の自治会への結成の働きかけや結成しているが活動を行っていない自主防災会
への活動支援など、格差の解消に努めるとともに、小学校区や中学校区単位での自主防災会による地区会の結成を促進し、それ
らをまとめて協議会を結成するなど、結成手法について再検討の必要がある。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 災害時要援護者支援対策の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
庁内連絡会の開催 ＋ 　　　　２２年 ５回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

　

部局長評価

Ｃ

平成２１年度において、災害時要援護者避難支援計画作成のため防災担当課、保健福祉部局及び社会福祉協議会による庁内会
議を設置し、５回会議を開催して「香芝市災害時要援護者避難支援計画（案）」を作成した。

今後は同計画を確定し、同計画に基づいて、平成２２年度中の要援護者避難支援体制の構築を図る。

災害時要援護者支援体制の確認、担当課の役割分
担、業務内容の明確化

企画調整部

《現状と課題》
　防災対策については、近年の地震災害や水害の多発もあり市民ニーズが増大しています。最近は梅雨前線豪雨等を契機に、高
齢者等の災害時要援護者に対する避難支援対策の重要性が、防災対策上の課題として認識されるようになった。現時点では、災
害時要援護者に対する避難支援についての整備は行われていない状況である。
　また、防災関係部局と福祉関係部局等の連携強化、災害時要援護者の対象者の特定、災害時要援護者情報の管理・共有方法、
避難行動支援計画・体制の整備等が課題としてあげられる。

《展望》
　高齢者や障害者など、災害弱者に応じた要援護者避難支援対策プランの制定。

取組方法１ 目標指標

目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 新総合計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

《現状と課題》

《将来予測》

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
調査回答数 ＋ 1200 1235 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
経営企画本部会議回数 ＋ ２回/年 2回/年 継続
幹事会会議回数 ＋ ４回/年 0回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
ワークショップ回数 ＋ ５回/年 5回/年 継続
地域大学との連携 ＋ 実施 実施 継続

実績報告（成果と課題）

企画調整部

取組方法１ 目標指標
市民意識調査の実施

現在の総合計画は平成22年度を目標年度としていることから、平成23年度より新総合計画を施行する必要があり、それに向けて21
年度より手続きを進める必要がある。

新総合計画にあっては、自治の本質にもどり「市民が自ら活動し自ら治める・市民のための計画」を目標に、マニフェスト項目でもあ
る”市民満足度調査の実施”を行い現状の認識をし、できる限り市民参画を促進するため、まちづくりパートナーの活用をはじめ市民
モニターの募集、マニフェスト項目でもある”地域大学との連携推進”により、大学教授陣の知識と市民の活動力を融合させていきた
い。

部局長評価

B

取組方法２ 目標指標

　新総合計画策定にあたり、現在の総合計画のそれぞれの施策に対する市民の満足度及び今後の重要度を把握するため、平成21
年8月に16歳以上の市民2，000人を無作為に抽出し、意識調査を実施した。有効回収数は1，235件、率にして６１．8％と極めて高い
成果が得られたところである。また、当初は予定していなかった、次世代を担う若年層を調査対象とすることを追加し、市内４中学校
の3年生739人に対し協力を依頼したところである。
　また、市民2，000人を無作為抽出した意識調査にあっては、その調査表に同封する形で、市民討議会への参加意思の確認を行
い、最終的に11名の方が市民討議会へ参加され活発な意見交換ができた。今回このような形でサイレントマジョリティの意見を行政
活動に採り上げていく試み（プラヌンクス・ツェレ方式）は、本当の意味での市民の声を拾い上げる仕組みとしては有効であり、今後
各種計画等の策定にあたり採用されることが望まれるところである。
　次に庁内体制については、経営企画本部会議への進捗報告を適宜行ったところであるが、幹事会については開催しなかったもの
である。これは、今後中期的な香芝のまちづくりを考えたとき、各所属の中堅職員の意欲と行動力が不可欠であることから、研究会
による調査検討を重視したためであり、当該研究会を連続5回実施することにより充実が図られたものと考える。
　また、今後のまちづくりのキーワードとなると思われる「市民参画」・「協働」に対する取り組みにあっては、先に述べた市民意識調
査の実施、参加希望されたまちづくりパートナー及びプラヌンクス・ツェレ方式により参加された方を構成員とした市民討議会の連続
5回実施、連携協定を締結している大阪樟蔭女子大学の3人の教授の市民討議会へのアドバイザーとしての参画等を行った。特に、
市民討議会においては、5つの部門別にグループをつくり、香芝市の強み・弱みの分析、個人・地域・行政それぞれの役割分担等に
ついて意見をまとめ市長に提案されたものでありたいへん有意義であったと考えている。

取組方法２ 目標指標
市民参画の実施

庁内体制の確立



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 人事評価システムの充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
目標設定 ＋ 300 0 単年
業績評価 ＋ 300 0 単年
能力評価 ＋ 300 0 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
目標設定 ＋ 50 0 継続
業績評価 ＋ 50 0 継続
能力評価 ＋ 50 0 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
勤務評定を活用しながら、新たな人事評価制度の導入
を図る　　※部課長への試行導入

企画調整部

取組方法１ 目標指標
国の導入方法を検討し、各市の状況、本市の勤務評
定の検証を行う　　　　※一般行政職（部長以下）

地方分権が進み、地方の自立性が求められていて、地方行政に必要とされる能力を有した意欲ある人材の育成、確保が重要であ
る。現行の勤務評定制度を活用を図りながら適材適所の人事配置、的確な昇任等、人材の発掘、育成と自己啓発を行っているが、
国が進め、自治体に義務づけが予定されている新たな人事評価・勤務評定制度の導入と能力・実績に基づく人事管理の確立が必
要である。

部局長評価

C

従来から実施している勤務評定を活用しながらの新たな人事評価制度の導入に向けた取り組みを検討したが、進展していない。

勤務評定の評定項目等の開示は21年度において実施した。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
アクセス数 ＋ 270,000 291,310 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
コンテンツ数 ＋ 950 調査中 継続

実績報告（成果と課題）

企画調整部

取組方法１ 目標指標
ホームページの内容を充実させ、市民が求める情報を
精査して掲載しする。

現在、香芝市のホームページは各担当課から記事を提出してもらい情報推進課の職員が手作業でメンテナンスをしている。
このため作業量が多く非効率なので住民が必要とする十分な情報が掲載されているとは言えない状態にある。
また、今後ホームページを地震防災アクションプログラムに対応した機能をもたせていくために、さらに作業量が増える事が考えられ
る。
これらの事からホームページに質が高く十分な量の記事を迅速に掲載する事を実現するためにはCMS（コンテンツ管理システム）の
導入、担当課の職員が直接ホームページに記事を掲載する体制を整える事が必要である。

１．現在、老朽化しているホームページシステムの機器を更新する。
２．CMS（コンテンツ管理システム）を導入し、各課の担当者が直接ホームページの記事を更新し住民へ情報発信するための体制を
確立する。

ホームページの効果的な運用

部局長評価

B

継続してホームページの内容の充実と求められる情報の精査を実施し、コンテンツを更新した。

老朽化しているホームページシステムの機器の更新に伴い、導入型から利用型によるホームページのリニューアルを行い併せて
CMS（コンテンツ管理システム）を導入し、各課の担当者が直接ホームページの記事を更新し住民へ情報発信するための体制を整
備している。

今後は、ホームページ充実に向けての職員体制の整備の充実を図り「行政と市民の情報共有・行政情報の発信・災害情報の提供」
を充実していく必要がある。

取組方法２ 目標指標
ホームページでの情報配信の有効性を職員に啓発し、
コンテンツの充実を図る。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 広報・広聴分野の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
回答者数 ＋ 1000 1235 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
参画者数 ＋ - 14 継続

実績報告（成果と課題）

目標指標
ホームページの充実（まちづくりへの参画・協働）

部局長評価

B

ホームページの充実（まちづくりへの参画・協働）については、「市長の部屋」を開設し、その中で「市長への提言」コーナーを設け、
市民からの建設的な意見を求めているが、そのほとんどが苦情である。
今後も引き続きPRを行い、継続して行くこととする。

読者アンケート調査については、企画政策課において実施された総合計画策定のための市民アンケート調査にあわせて実施した。
アンケート調査においては、市民が市の情報源として広報紙を大いに活用されている結果が出た。
今後も市民が求める情報を正確に伝える。

取組方法２

企画調整部

取組方法１ 目標指標
読者アンケート調査

広報分野
現状：広報かしば（年１２回　毎月２１日発行）は、市政に関する記事・まちの話題・市民コーナーを中心に編集、広報かしばお知らせ
版（年１２回　毎月５日発行）市のお知らせ記事を中心に作成している。このように広報としての使い分けをしている。
　課題：①市民にとって、生活に直接関係のある事項や自身にとって必要な情報は積極的に知ろうとするが、行政情報のうち行政側
が最もねらいとする市民の理解と協力を得るための記事はなかなか読んでもらうのはむずかし。
　目標：興味をもって読んでいただくような、紙面の工夫、まちづくりへの将来(政策)をわかりやすくするような紙面の工夫、情報収集
を図る。
広聴分野
現状・課題：市政のアピール、市長の政策に市民の参画の基盤を整備する必要がある。
目標：市のホームページに「市長への提言」と題する項目を設け、市民から市政への参加またはまちづくりへのご意見をいただく。
　　　　市長の政策を掲載していくよう充実をはかっていく。
広報・広聴を両輪とした、市政(まちづくり）の充実を図る。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標８ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
研修受講対象者 ＋ 全職員 主査級以上実施済 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 全職員 事務職員配布済 継続

実績報告（成果と課題）

企画調整部

取組方法１ 目標指標
情報セキュリティ研修の実施

○一人１台パソコンの実現
　主査級以上にパソコンの貸与と各課に財務会計用パソコンを配備しているが、すべての職員がパソコンを円滑に有効活用できる
環境を提供するために、一般行政職は全員、その他の職員や施設の配置人数を考慮しパソコンを配備する。
　各職員に行き渡ったにしても寿命とされる５年を経過したパソコンが多く、挙動のおかしいパソコンのメンテナンスに多くの時間を割
いている。

○情報セキュリティ対策
　主査級職員を対象にセキュリティ研修の実施する。
　個人情報漏えい防止対策について啓発する。（毎年２回）
　全庁的なセキュリティチェック（セルフチェック）を実施し点検啓発を行う。

○基幹系業務（住民記録、税、国保等）の充実
　ホストコンピュータによる安定した運用
　ハード導入後８年が経過するため故障の発生率が非常に高くなっており、システムダウン時の市民サービスへの影響が懸念さて
いる。
　また、業務の多様化、複雑化によるシステムの改修や入替が必要となる。
　基幹系（住民記録、税、国保等）システムの安定的な運用を実施するうえで必要となるホストコンピュータの入替えを行う。
　ホストコンピュータの入替えを考慮し基幹系（住民記録、税、国保等）システムの再構築を検討する。

庁内情報化の推進     

部局長評価

B

○情報セキュリティ対策
　主査級職員を対象にセキュリティ研修を実施。
　　　平成２２年２月８日実施（午前、午後の２回）
　　　受講者　１２０名

　個人情報漏えい防止対策について通知
　　　平成２２年１月２１日通知

　今後セキュリティ意識の向上を目的に全庁的なセキュリティチェック（セルフチェック）を実施し自己点検による啓発を行う。

○一人１台パソコンの実現
　未配備の主事級については入替等のパソコンを再度利用出来るよう点検し全職員に配備した。
　また幼稚園、保育所についても施設に１台のため故障等で利用出来るよう点検し全職員に配備した。
　また幼稚園、保育所についても施設に１台のため故障等で利用出来ない事を考慮し同時に１台を追加配備した。
　各職員に行き渡ったにしても寿命とされる５年を経過したパソコンを再配備しているので障害対応作業に時間と人手が必要にな
る。

○基幹系業務（住民記録、税、国保等）の充実
　現在他団体と共同での導入や運用の実施が可能か検討会を発足させ共同化に向けての検討を実施しています。
　基幹システム共同化検討会メンバー
　　　香芝市、葛城市、河合町、広陵町、上牧町、田原本町、川西町、三宅町

取組方法２ 目標指標
業務用ノートパソコンの普及 パソコン配置対象者



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標８ 時間外勤務の管理と縮減 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
時間数（H20年度比) － 10%減 10%増 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画調整部

取組方法１ 目標指標
時間外勤務時間数の縮減

平成20年度人事院勧告により正規の勤務時間数1週38時間45分、1日7時間45分に勤務時間数が短縮された。このことは、職員の
心身の健康の維持と公務能率の向上を図るものである。一方時間外勤務の時間数においては年々増加する傾向にあり、縮減に向
けた取り組みを進めなければならない。

部局長評価

C

21年度中において、時間外勤務の実態を調査し、200時間を超える者（h20年度）のヒアリングを所属長を同席の上実施した。窓口応
対での臨時職員の活用（ワークシェアの実施）を含めた取り組みの成果については、今後検証する。　平成21年度の時間外勤務の
実績を検証しながら、22年度実施の緊急雇用による効果を含め9月決算期までには結果を検証する。所属長に対しては時間外勤務
の把握に努めるよう通知も実施した。窓口応対の改善等にも所管が取り組みを進めている。

抑制につながる施策を今後も実施する。月45時間の確認、係間、課での応援実施、時間外勤務の事前承認の徹底を引き続き実
施。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標８ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
電子化業務・講座数 ＋ 60 60 継続
申請・申込者数 ＋ 400 401 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
施設数 ＋ 5 5 継続
利用者数 ＋ 2,600 3485 継続

実績報告（成果と課題）

目標指標
施設の空き状況確認や予約システムを利用することに
よる利便性をアピールするとともに未導入の施設への
導入を図る。

部局長評価

B

新規業務及び講座システム
○ホームページバナー広告の受付
○企画政策課、児童福祉課、商工農産課、生涯学習課、中央公民館、市民体育課、人権・共同参画課及び二上山博物館に係る申
請及び講座システム（60種）

電子申請の普及の障壁となっている本人確認の手段や手数料等の決済方法についての議論が必要である。

取組方法２

企画調整部

取組方法１ 目標指標
インターネットを利用した電子申請や講座申込の利便
性をアピールし、電子手続の充実を図る。

１．奈良県電子自治体推進協議会で運営しているシステムを共同利用してインターネットを利用した電子申請、講座受付及び施設
予約・空き状況確認を実施している。
２．本人確認や交付物の交付方法、また手数料の収納方法などの課題が多く、利用可能な手続の拡充が難しい。
３．電子申請が可能な手続が少なく、市民の認知度が低いため利用が少ない。
４．講座申込については、講座主催所管の理解のもと大半の講座を電子化することができた。
５．施設予約については、中央公民館、ふたかみ文化センター及び青少年野外活動センターが「電子予約」が可能で、モナミホール
及び市民ホールについては「空き状況確認」が可能となっている。
６．電子申請の普及の障壁となっている本人確認の手段や手数料等の決済方法について、踏み込んだ研究と奈良県電子自治体推
進協議会での議論を進める。

電子自治体の取り組み推進



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

1

1

1

4

5

達　成　度

平成２１年度部局目標

　厳しい財政状況が続く一方で、地方分権が進み、市民ニーズも多様化する中、市民サービスの質の充
実を図るため、総務部としては、市行政全般の基盤としての条例・規則の整備、また、市の重要な経営資
源である税、財政、市財産を管轄しており、これについての効率的、効果的な資源配分と適正な管理に努
める。さらに、市民協働の基礎である自治会との連携、安全安心なまちづくりのための防火防犯対策に努
める。

重点目標

総務部部局名

公文書の適正な管理・情報公開制度の適切な運用、個人情報の保護及び市行政運

営の基盤となる条例・規則の整備に努める。

課税客体の的確な把握と収納対策の強化により、税収の向上をめざす。

安定的な財政基盤の構築により、持続可能な財政運営をめざす。

入札制度・契約業務について、透明性・公平性の確保と競争性の向上のため、改革を

進める。
防犯、交通安全などを香芝警察署との連携により進め、市民が安全で暮らしやすい環

境に努める。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 課税客体の的確な把握と収納対策の強化により、税収の向上をめざす。 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

償却資産の申告 ＋ ３０件 ３０件 継続

普通徴収の申告 ＋ ３００世帯 １８０世帯 継続

未評価家屋の評価 ＋ ５０件 ３０件 継続

＋ ２，０００筆 ０筆 継続

＋ １，０００筆 ５０筆 継続

＋ ４，５００人 ３，９２４人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

現年分収納率 ＋ 98% 94.50% 継続

滞納繰越分収納率 ＋ 26% 22.22% 継続

差押え件数 ＋ １００件 ９２件 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

滞納対策課　目標としていた差押え件数については、差押え予告通知を送付した段階でかなりの納付もあり、結果的に目標値を下
回った。また、滞納整理については、納税意識の欠けた滞納者についても、総務部をあげて強力に納付を促したが、昨今の経済情勢
の悪化により、徴収率の目標値を下回ったものである。

総務部

取組方法１ 目標指標

　豊かな自然環境と歴史遺産に恵まれた香芝市において、「市民の元気と笑顔がまちに家庭にあふれる生活快適都市」を実現する
ため、地方分権時代にふさわしい、持続可能な財政基盤の確立を目指す。
　ついては、香芝市の主たる財源となる市税の税収向上を図るため、課税客体の的確な把握と収納対策の強化を行う。

税務課　香芝市の主たる財源である市税の安定した税収の確保を図るため、公正、公平な課税を行い、また課税客体の的確な把握
を行う。２１年度においては特に償却資産の確保に努めたが、２２年度においても償却資産の調査（実地調査・税務署等）に努めた
い。

収税課　現年収納率は納税者の状況に応じた分割納付などの対応で納税の意識高揚を図り、併せて、電話による催告を実施し、
うっかり忘れなどを未然に防止し、未納理由の把握、納税者の状況を把握することにより、早期の取り組みを行い収納率の向上に努
めた結果、3月31日現在の現年度課税分の収納率は94.5％で、前年同月比で0.19％の増となっている。今後、経済情勢により予断を
許さない状況であるが、4月、5月においても引き続き、文書、電話、訪問等による催告に努めていきたい。

収納対策の強化
・現年分収納率の向上
・滞納整理

市街化区域農地の
基準に基づく再評価

課税客体の的確な把握
・償却資産の未申告者に対する申告の掘り起こし
・普通徴収の未申告者に対する申告の掘り起こし
・未評価家屋の解消
・宅地及び市街化区域農地の土地評価基準等に基づ
く再評価
・個人住民税における公的年金からの特別徴収

年金の特別徴収

取組方法２ 目標指標

宅地の基準に基づく
再評価



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実質公債費比率 － 20.0% 継続

（H28までに） 7月に確定

方向性 目標値 実績値 単年・継続

市債残高 － ２５０億円 ３６６億円 継続

（H28までに）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

経常収支比率 － 85.0% 継続

（H28までに） 7月に確定

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

取組３については、行政改革等の効果はあるものの、公債費が上昇していることなどの影響もあり経常収支比率としては、すぐに比
率の低下にはつながらないと思われる。

取組方法２ 目標指標

普通建設事業の抑制や繰上償還により市債残高を抑
制

取組方法３ 目標指標

引き続きプライマリーバランスの均衡に取組み、可能な限り繰上げ償還を行うことにより市債残高の減少と将来の公債費負担の軽減
を図る必要がある。

安定的な財政基盤の構築により、持続可能な財政運営をめざす。 総務部

　今後の財政収支見通しについては、歳入は人口増等による若干の市税収入の増加は見込めるものの、地方交
付税を含めた一般財源全体としては減少傾向にある。一方、歳出は事業の集中傾向に加え、人件費・公債費も
そのピークを迎えることから、毎年、大幅な財源不足が生じる見込みである。このため、行政改革大綱実施計
画に基づいた歳出削減努力等はもちろんのこと、さらに一歩踏み込んだ行政改革を断行するなど、事務事業全
般にわたり例外なく事業の効果、必要性、後年度の財政負担等をさらに精査し、明確なる基準と実施理由によ
る選択と集中に取り組む必要がある。

取組方法１ 目標指標

過去に発行した高金利市債等を借換することにより公
債費を抑制

行政改革等により、経常収支の改善

取組１については、高金利の公的資金（借入れ利率５％台）の借換を７２，５００千円行い、平成28年度までの財政効果は１０，３９２千
円であり、また、公団立替施施行にかかる償還についても、年利５％以上のものについて水道事業の内部留保資金を活用して借り
入れを行うことで、平成29年度までの財政効果は３０，８３５千円であり、合わせて41，227千円の削減効果となった。

取組２については、普通建設事業の抑制を図ることにより市債の発行額を抑えたことで、元金償還額と発行額の差額が１，３３２，００
３千円となり市債残高が約１３億円減少した。さらに、高金利の公的資金（借入れ利率５％台）の借換対象のなかで、７０，０８７千円に
ついて借換えを行わず繰上償還を行ったことにより市債残高は合計で約１４億円減少した。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ １本/年 １本／年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

建設工事検査
（１,０００万円以上）

１２本/年 継続

　橋梁上部工工事（街路整備課担当）を総合評価落札方式による入札で実施した。施工管理、安全管理の技術提案を求めたことに
より、住環境の保全、また、安全対策の不徹底などに代表される不良・不適格業者の排除に役に立った。しかし、評価審査会の開
催、公告、点数付け、学識経験者の意見聴取など事務量の増大により、相当な時間を費やした。この時間をいかに短くするかが今
後の課題である。
　工事検査は１，０００万円以上の工事１８件について実施し、評定点は最低点が５８点で最高点が８２点であった。検査時には評定
点の低い項目については指導を行い、改善を求めた結果、業者の技術力の向上が図られた。今後は検査対象工事を拡大してい
き、業者の資質向上を図り、品質の確保に努める。
　市内Ａ、Ｂランクとゼネコン発注工事については、現場説明会を開催せず、ＣＤに落として郵送した。このことと、郵便入札で、業者
間の接触が少なくなり、談合防止に一定の効果があったと考えられる。今後は、工事、委託を合わせたすべてについて検討していく
とともに、ホームページへの掲載が課題である。

＋
現場説明の（設計書・
図面をCDで発送）改善

取組方法２

現場説明会の改善（将来的に設計書・図面をCD
で発送）により直接業者間の接触をなくす。

21年4月からＡ・
Ｂランクで実施

１８本／年

２２年４月１日実施 継続

総務部

取組方法１ 目標指標
総合評価落札方式試行要綱、建設工事成績評定要綱
建設工事検査要領に基づく実務指導。

総合評価落札方式試行

　不適格業者の排除及び低価格で高品質のインフラ整備に努めるため、２１年度から本格的に郵便入札を実施するとと
もに総合評価落札方式の導入に向け、総合評価落札方式試行要綱・建設工事成績評定要綱・建設工事検査要領等々
を２１年４月１日付けで制定した。
　現在、具体的な作業を発注課に周知する為の説明会も終え、市内業者に周知する段階である。将来的に価格と品質の
二つの基準で選定する総合評価落札方式による入札が定着すれば、談合がなくなり請負価格が低下すると思われる。
  次に業者の健全経営の証、契約した工事の履行を保証する履行保証額を引き下げる。（４月１日から設計金額５,０００万円を

３,０００万円にする。）
　次に現場説明会を改善し談合防止に努める。現状は会議室で行っている現場説明会を将来的に業者間の接触をなく
す為、設計書・図面等をCDに落とし入札通知書と一緒に発送する。

入札制度・契約業務について、透明性・公平性の確保と競争性の向上
のため、改革を進める。

＋

目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標4 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 15 3 継続
＋ 80 80 継続
＋ 12 12 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 週４回 週４回 継続
＋ 12 12 継続
＋ 20 20 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

○防犯については、香芝警察署、地域安全推進委員と連携を図り、年金受給日にATM付近で「振り込め詐欺」の被害を防ぐ街頭啓
発を行っており成果がでている。　今後、より一層関係機関等と連携をはかり安全・安心なまちづくりを進める。
○交通安全対策ついては、交通安全施設の新設、維持管理は、自治会からの要望で進めており交通事故防止等に一定の成果が
でている。　また、交通安全の啓発においても毎月の街頭指導の実施ならびに香芝警察署と連携した幼・小での交通安全教室を開
催した。今後は各種団体等においても開催し、回数の増加に努める。

取組方法２ 目標指標
交通安全施設の整備、交通安全教室等の開催、交通
安全街頭指導及び啓発、

施設の点検整備回数
交通安全教室開催数
街頭指導・啓発回数

防犯意識の高揚のための出前講座の開催、子ども見
守り活動の強化、防犯意識高揚の街頭啓発等

出前講座開催回数
見守り活動実施数
街頭啓発回数

防犯、交通安全対策などを香芝警察署との連携により進め、市民が安

全で暮らしやすい環境に努める。
総務部

○防犯については、安全なまちづくりのために市民と警察との連携を図り、防犯や安全に対する市民の意識の高揚と自主的活動の
推進を図っている。今後、より一層、香芝署・地域安全推進委員との連携を密にした安全・安心なまちづくりを進める。
○交通安全対策ついては、ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ等の安全設備の新設、維持管理及び交通事故防止等の安全教育や啓発等を行っている。ま
た、交通安全の啓発や交通安全教室を警察署と連携して開催している。今後も香芝署との連携を密にし、交通安全対策に努める。

取組方法１ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ 年１回以上 年１回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ 指導85点以上 78.80% 継続

－ 2.0％以内 3.30% 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

公文書の適正な管理・情報公開制度の適切な運用、個人情報の保護
及び市行政運営の基礎となる条例・規則の整備に努める。

総務部

  文書管理においては、職員の意識改革が必要であり、近年の情報公開の観点から根拠法令の把握、登録体制の強化などが必要
と考えられます。現在、業者指導のもと、一定の成果は見られますが、文書作成能力、登録管理の点からも再度精査、点検を行う必
要があると考えられます。そこで、原点に立ち返り、研修をつうじて、文書管理、セキュリティーの問題についてスキルアップを図ると
ともに、法（条例、規則を含む。）に基づく事務の在り方を職員一人一人が考え、実践していけるよう、法制担当の総務課としてバック
アップしていくものであります。

取組方法１ 目標指標

研修会の実施（セキュリティー関係含む。）
※人事課、企画政策課との共同

係長級以下の研修

取組方法２

　人事課・情報推進課の協力により、情報セキュリティの研修(平成２２年２月８日 ４・５級の職員　対象数１２７人）を実施する。研修
の成果として個人情報保護と情報セキュリティの重要性等についての職員の意識が向上した。
　また、文書管理において、保存期間に関わらず当該文書の所在が不明な部署においては、文書の再点検を励行し、一定の成果を
得ている。しかし、廃棄時における文書の所在不明率が３．３％と高い状況である。情報公開に際し求められた文書が不明であるこ
とは、説明責任が果たせず、市民の信頼を失うことを強く認識し、文書管理に努める必要がある。

目標指標
文書管理における適正化 事務室内文書の適正化

廃棄文書所在不明



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

1

2

3

国保料の滞納整理及び延滞金徴収による収納率の向上。 4

5

6

し尿中継地の移転問題 7

人権が尊重され男女が互いに尊重し合い、協力し合い、支え合いながらともに責任を担い、個
性と能力を充分に発揮することのできる男女共同参画社会の実現を目指す

国民健康保険事業の安定化に向けた収納率向上対策と医療費の適正化を図り、健全財政に
向けた赤字解消計画を目指す

平成２１年度部局目標

　市民生活部は幅広く市民の日常生活に関わっており、市民と直接接する行政サービスの窓口として、
市民のニーズを的確に把握し、市民満足度の高い公共サービスを提供することを目標とするとともに、
市民生活の質の向上をめざした施策の推進を図っていく。

重点目標

市民生活部部局名

温室効果ガス排出抑制に対する全庁的な率先行動の実施

窓口サービス全般について、市民の視点に立った心のこもったサービス、利便性の向上を図
り、市民満足度の向上をめざす。

香芝市地震防災対策アクションプログラムに基づく、災害廃棄物処理計画の策定

達　成　度



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
協議回数 ＋ 4回／年 ８回開催 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

市民生活部

取組方法１ 目標指標
自動交付機の導入(窓口業務の充実)

窓口サービス全般について、市民の視点に立った心のこもったサービ
ス、利便性の向上を図り、市民満足度の向上を目指す。

現在は、保育所・郵便局での住民票等の請求取り次ぎサービス、及び休日サービス（毎週土曜日）を実施している。市民からの問い
合わせの多い平日の時間外及び土日などの市役所の閉庁時についての証明書等の交付及び各種手続きについて、自動交付機の
導入を進めるとともに、多くの人が住所異動を行うため窓口が混雑する時期の窓口の対応をどのように行うかについて、時間外の
対応や臨時開庁も含めた窓口業務についての調査検討を行っていく。

○自動交付機の導入

　　外国人住民を住民基本台帳法の適用対象に加えることとした住民基本台帳法の一部改正が平成２１年７月１５日に公布され、公
布の日から３年以内（平成２４年７月まで）に施行されることになった。平成２３年度に自動交付機の設置を行う予定で協議を行って
きたが、今回の一部改正に伴うシステム改修の進み具合を見ながら進めることとした。
また、住基総合システムを広域化で導入することも進んでおり、新たに住民票等のコンビニ交付の方法も進められていることから、
これらをすべて含めて今後も検討していく。なお自動交付機導入に関して庁内協議及び業者との協議は３回行い、現状分析及び今
後の導入についての協議を行った。

取組方法２ 目標指標

部局長評価

B

○窓口業務の充実

　　市民サービスの向上と内部事務の処理改善を行うため、番号札の自動発券機と電光掲示板の導入を図るための協議を５回行っ
てきた。今回の組織改革に伴い、ローカウンターを増やすなど窓口のレイアウトを若干変え、番号札を利用した場合の事務処理に対
応するとともに、新年度において番号札の導入や電光掲示板の導入を行って、市民が安心して順番を待つことができ、職員もあわ
てずに市民への対応ができる状況を作っていく。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
取組状況の調査 ＋ ４回／年 ４回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
実施状況の調査 ＋ ２回／年 ２回 継続

実績報告（成果と課題）

温室効果ガス排出抑制に対する全庁的な率先行動の実施 市民生活部

　地球温暖化対策の推進に関する法律第２０条の３第１項に基づき、平成２０年７月に策定した香芝市環境基本計画の取り組み施
策のひとつである地球温暖化対策実行計画を策定し、本市が行うすべての事務事業から排出される温室効果ガスの排出抑制に努
める。

取組方法１ 目標指標

部局長評価

B

職員率先行動の取組調査については、計画どおりに目標値の達成ができたものと考えられる。
なお、取り組みについては、実情にそぐわない項目もあるため、職員の意識啓発の方法等次年度に向けての課題である。
また、温室効果ガス排出量調査についても同様に、目標値の達成ができたものと考えられる。

職員率先行動の取組調査

取組方法２ 目標指標
温室効果ガス排出量調査



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
受診率 ＋ 45% 27.4% 継続
実施率 ＋ 20% 10% 継続
４０歳以上の医療費 － 現状維持 全国平均伸率より低下 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
　
　
　

実績報告（成果と課題）

市民生活部

取組方法１ 目標指標
特定健康診査と特定保健指導の実施

国民健康保険事業の安定化に向けた収納率向上対策と医療費の適
正化を図り、健全財政に向けた赤字解消計画を目指す

　後期高齢者が国民健康保険から離脱したことにより収納率が平成１９年度と比較すると平成２０年度は下がったことから、今年度
は収納率改善に向けての再検討を要する。
　収納率の回復を条件に特定健診の受診によって個々の健康管理に対する意識の向上、さらに特定保健指導によるメタボリックシ
ンドロームの予防・解消が効果を発揮すると医療費の抑制が結果としてあらわれ、年間約７千万円の赤字解消が見込まれる予測で
ある。

部局長評価

C

　経済不況等により非自発的失業者が増加しており、収納においては一般被保険者における調定額が下がっていることが今日の
経済状況を反映しているといえよう。したがって、調定額だけでなく、収納額においても昨年度の同時期よりさらに下がっている厳し
い状況である。
　また、特定健康診査・特定保健指導による医療費の適正化を目指すところであるが、昨年と比較して二年目ということで、受診率
が下がっている。今後、未受診対策として、まず現状における４０歳以上の対象者の意識調査を行い、具体的対策を講じたいと考え
ている。
　一方、ジェネリック医薬品の啓発を今後も続けていくことに加え、医療費の伸び率を現状の４％前後に押さえるためにも、併せて特
定保健指導の強化を図りたい。
　本年度は収納率、特定健診の受診率の低下はしているものの単年度で黒字を見込んでおり、赤字解消は進んでいる。

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標４ 国保料の滞納整理及び延滞金徴収による収納率の向上 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ 継続
－ 未確定 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
口座振替率 ＋ 48% 未確定 継続

＋ 18% 継続
＋ 93% 未確定 継続

実績報告（成果と課題）

市民生活部

取組方法１ 目標指標
徴収見込みのない者への執行停止や不納欠損による
滞納整理

滞納繰越額（過年度分）

滞納繰越額（現年度分）
340,000,000

　国保財政を安定化させるためには、収納率を上げることは必用不可欠であります。平成２１年度より延滞金の徴収を強化し、定期
に支払いをしているものと、そうでないものとに差を設け、納期限内のお支払いを浸透させてゆきたいと考えています。また滞納整
理をすすめ、延滞金の徴収とともに収納率の向上をめざします。

部局長評価

C

取組方法２ 目標指標
確かな徴収方法である口座振替の促進 と収納率の向
上 収納率（過年度分）

　平成２１年度において徴収の見込めない者に対し滞納整理を進め、執行停止による不納欠損処理を、６００名、１２３１件、１０７，９
７０，９２３円（前年８７９名２０１８件１６８，６２２，３２７円）行いました。
　前年度におきましては、過年度繰越額で、３億９千万から２億７千万へ減らすことができ（過年度収納率１２．９９％前年比０．５４％
の増）ましたが、現年度収納率におきましては、後期高齢者医療制度へ高収納率者層（９８％以上）の移動や、まれに見る世界的な
大不況のなか、前年度現年度徴収率が９４.０２％から９１．０６％へと３％近い落ち込みがありました。
そのため現年度分の２１年度への繰越額が１２,０００万から１６,０００万円の４,０００万円増と、新規滞納者が大幅に増え、滞納繰越
額全体では５１,０００万から４３,０００万となり８,０００万円の減となりました。
　また２１年度では、過年度分の徴収に努力した結果、過年度徴収率が１６．３７％（前年度比３．３８％増）となり、２２年度への繰越
し額が２５０００万（前年度比２,０００万減）となりました。

　しかし現年度徴収率は依然未曾有の不況のなか、新規の滞納者が失業や事業不振等により増加し、前年以上に厳しい状況と
なっております。そのため出納閉鎖の５月までの間、２１年度現年度分の徴収を強化してゆく必用があります。また特別な事情なく納
期限内に納付しなかった者に対し延滞金の納付書を発送しました。
　２１年度延滞金賦課額１９８件４７０,５００円（１月末）収納額８７件１７１,５００円（３月末）。２２年度においても滞納整理を進めていく
必要があり、また滞納対策課と連携しながら差押えを行っていきます。

収納率（現年度分）



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 地震防災対策アクションプログラムに基づく災害廃棄物処理計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

大規模な地震災害に備え、ガレキ等の処理や、一般ごみの収集体制の整備についての災害廃棄物処理計画の策定を早急に行う。

平成２１年度においては、災害廃棄物処理計画の素案を作成する。

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
完成度（％） ＋ 100 50 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

災害廃棄物処理計画の策定については、平成21年度において資料収集と素案作成を予定していたが、資料収集はできたが、

素案作成にはいたらなかった。

市民生活部

取組方法１ 目標指標
処理計画素案の作成

部局長評価

C

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標６ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
女性の登用率 ＋ 30% 24.70% 継続
回答者数 ＋ ２０００人 902 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ３回／年 ３回／年 継続

男性セミナー ＋ ２回／年 ２回／年 継続

実績報告（成果と課題）

男女共同参画社会の実現のためのセミナーを開催するいきいきセミナー

部局長評価

B

市民生活部

取組方法１ 目標指標
審議会等への女性の登用率を上げる
市民意識調査の実施

人権が尊重され男女が互いに尊重し合い、協力し合い、支え合いなが
らともに責任を担い、個性と能力を充分に発揮することのできる男女
共同参画社会の実現をめざす。

○男女共同参画社会の実現には、政策・方針決定の場に女性が参画し、意見や考え方を反映させていくことが必要であるが、本市
の審議会等への女性の登用率は、平成２０年３月末では２１．３％である。
○市民一人ひとりが自主的・主体的に男女共同参画の学習ができるよう、学習機会を提供するとともに、市民が身近な地域におけ
る様々な男女共同参画に関する取組に参加し、それが地域づくりの具体的な活動としてつながるよう支援する必要がある。
○男女共同参画社会の実現のため、市民活動を支援するとともに、多様な事業を効果的・機能的に実施できる総合的な拠点施設と
して男女共同参画センターの設置が望まれる。
○平成12年度作成の「香芝市男女共同参画プラン」の期間が平成13年度から平成22年度であることから、「第２次香芝市男女共同
参画プラン」の作成に向けて、市民及び職員を対象とした男女共同参画に関する実態や意識を把握するための調査を行う。

女性の登用率について目標値には僅かに届いていないが、委員に登用する側の意識改革が図られ、積極的に女性を登用しようと
する姿勢が現れてきています。登用率の向上については、役職指定や団体推薦の委員については困難な面がある。
また、女性が発言する機会が増え、女性の視点からの意見を多く採り入れることが出来る審議会等が増えた。
市民意識調査の回答率が目標値の半数に届かない点については想定を下回り、設問の方法等に課題があり、分析が必要である。
セミナーについては予定どおり開催し、継続事業として着実に成果を上げている。

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標７ 　し尿中継地の移転問題 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
会議回数 ＋ 4回/年 0 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

　平成２１年度におきましては、し尿中継所移転先等の検討はおこなっておりません。

　また、隣接地の葛城市今在家区との交渉もおこなっておりません。

市民生活部

し尿収集及び運搬業務につきましては、良福寺にありますし尿中継地を使用することにより、市民の公衆衛生の向上を図り快適な

生活環境の保全ができております。現在、隣接地の葛城市今在家と平成２６年７月２２日までし尿中継地の使用期間の覚書をかわ

しております。 将来的には、今在家とは当初の覚書を平成元年７月よりかわしており、使用期間が２５年になることから使用期間の

延長は困難であると思われます。したがいまして、し尿中継所の移設先を検討していかなければなりません。

取組方法１ 目標指標
部内検討会議の実施

部局長評価

D

取組方法２ 目標指標



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

1

1

3

3

3

3

3

8

8

8

達　成　度

市内医療体制の充実に向けた取り組みの推進

市民の健康づくりの推進

保育所・学童保育所施設の整備充実と運営方法についての検討

保育所及び学童保育所の保育料徴収の強化

介護予防の推進

子育て支援の充実

介護保険料の収納強化

地域福祉計画の策定

個々の障害者の特性に応じた適切なサービスの実施

生活保護の適正な実施と保護世帯の自立促進

平成２１年度部局目標

　保健福祉部は、総合計画の基本目標のひとつである「ゆとりとやすらぎのある元気あふれるまち」の実
現のため、市民の生活状況を的確に把握し、それぞれの状況に応じた質の高い効率的な健康福祉
サービスを提供し、市民が地域で安心して生き生きと暮らす環境づくりをめざす。特に、全国的な少子化
傾向が進む中、年少人口が増加する一方で、着実に進む高齢化という人口構成を持つ香芝市において
は、福祉政策においても、市民ニーズも多岐にわたり、独自の取り組みが必要であると考えられる。これ
らに応えていくために、行政・市民が一体となって、地域社会みんなで支え合うことのできる「持続可能な
地域福祉環境づくり」の形成をめざした取り組みを進めていく。

重点目標

保健福祉部部局名



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 1,400 1159 単年
＋ 10 0 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

　平成２１年度は、地域福祉計画策定に向けての現状課題の整理を行うため、市民意識調査、地域福祉計画策定市民会議、団体
アンケート（民生児童委員、ボランティア団体・社会福祉事業所）を実施した。当初、想定していた、校区別懇談会は実施せず、市民
公募の委員のみによる「地域福祉計画策定市民会議」を設置した。
　市民意識調査では、回答数は1159名で60％を若干下回り、目標には届かなかったものの、近年の意識調査の数値を上回り、市民
意向を把握するという目標は達成できた。今後、なお、年齢・居住地・家族類型などの属性別の詳細な分析が必要であり、これにつ
いては、平成２２年度に引き続き実施していく。
　市民会議では、委員30名の希望があり、当初想定していた25名を上回った。計5回の会議の中で、熱心に活発な議論が行われ、
その中では、行政だけでなく市民自身も行動しなければならないという意見も見られるようになり、想定どおりの効果を上げることに
なった。
　また、民生児童委員、各種ボランティア団体、各種社会福祉事業所を対象とするアンケートを実施しており、これについても、計画
に反映させるために、今後の分析が必要である。
　平成22年度では、これらの意見を踏まえて、計画策定を進めていくわけであるが、その中で、一層、市民の意見を聴く機会を設け、
市民意識の高揚に努めていく必要があるものと思われる。

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
地域福祉計画の策定にあたって、的確に市民の意見
を聴取し、香芝市の現状課題の把握を行う

地域福祉計画の策定

　平成21年度からの2カ年計画で、平成23年度を始期とする「地域福祉計画」を策定する。
　地域福祉計画の基本理念は、誰もが、住み慣れた地域で人生を生き生きと安心して暮らすことができるまちづくりをめざしていくと
いう点にある。大枠のスケジュールは、平成21年度現状課題の把握、平成22年度計画策定である。
したがって、計画初年度においては、地域福祉計画の基本理念を達成するため市民の意識、各地域の福祉政策上の課題につい
て、適切に、きめ細やかに把握することを目的として、以下の事項を実施する。
①市民意識調査の実施
　・質問内容は、「地域の生活課題」「地域福祉向上のために望むこと」等
　・対象者2000名（必要に応じてサンプル数の増加をめざす。）
②小学校区別の懇談会
　・市民意識調査の結果を受けて、各小学校地区を単位とする地区別の懇談会の実施
　・市民意識調査結果の報告、各地域の具体的課題、課題解決に向けての市民の意見を直接聴く機会とする。
③福祉関係団体へのヒアリング
　・地域福祉活動を実践している社会福祉協議会との連携、また民生児童委員へのヒアリング（必要に応じたアンケート）の実施によ
り、地域課題の把握に努める。
④地域福祉計画策定に向けての現状課題状況報告書の作成
　・①、②、③の結果、福祉関係の統計データ及び総合計画策定に向けての課題整理等とも連携をとったうえで、計画策定につなが
る報告書を作成。

平成22年度においては、これらを受けて、年度当初より、「地域福祉計画策定委員会」を設置し、計画の策定を行う。

市民意識調査の回答数

校区別懇談会の開催数

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 98.45% 98.57% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

平成２１年度　差し押え件数　　２３件

平成２１年度　財産調査人数　　２３９人

平成２１年度　一斉催告件数　　１，０５４件

部局長評価

Ｂ

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
滞納処分の強化

介護保険料の収納強化

　介護保険制度は、介護給付費の２０％を６５歳以上の方に、それぞれの保険料段階に従って納付していただくことになっているが、
無年金者や低所得者の高齢者にとっては負担が大きく感じられることもあり、理解していただけない方もおられるのが現状である。
支払い能力があるにもかかわらず、納付しない滞納者については、財産調査を強力に実施し、差し押さえを行い、滞納整理に努め
る。また、関係各課との連絡を密にして、情報の共有化を図る。

各期別納付期限後１ケ月後に督促状発送
　４月・８月・１２月　　一斉催告
　３月・５月・１２月　　徴収強化月間
　随時　　　　　　　　　財産調査

収納率



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 50人 37人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

取組方法２ 目標指標

　現在、国では、障害者自立支援法の見直しが政治課題となるなど、障害福祉制度全般の見直しが進められようとしている。これら
も含めて、近年、制度改正が頻繁に行われているという事情もあり、当事者に対して、障害福祉サービス全般の説明をわかりやすく
的確に行っていくため、「障害者福祉の手引き」を作成し、平成22年度より活用の予定である。
　また、近年、当事者それぞれの状況が複雑多様化している状況にあり、市からの委託による各事業所の相談件数も増加してい
る。障害を持つ人たちの自立支援・福祉環境の向上のため、それぞれの状況に対応した効果的かつ効率的なサービスを提供してい
くためにも、まずは、総合福祉センターにおいて、市民からの専門的な相談にも対応できる体制を構築していくことが、今後の課題で
あると考えられる。

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
障害者の社会参画、自立支援を促進するため、障害
者の就労を支援する

個々の障害者の特性に応じた適切なサービスの実施

　障害者に関する施策は、平成15年4月に身体障害者、知的障害者、障害児に対する「支援費制度」が導入され、従来の措置制度
から大きく転換した。しかし、この制度の導入によってサービス利用者が急増し、国と地方自治体の費用負担だけではサービス利用
に対する財源確保が厳しいものとなっている。こうした制度上の問題を解決し、障害者が地域で安心して暮らせる社会を実現するた
めに「障害者自立支援法」が平成18年4月1日から順次施行されている。
　この制度により、障害程度区分設定、審査会の設置などが行われたものの、支給決定の要否や支給量の決定基準が曖昧な点も
多い。香芝市においても、高齢化の進展とともに、障害認定をされている方の数は増加の傾向にあり、上記のような制度上の状況と
併せて、扶助費の額も上昇傾向にある。
　そこで、今後の障害者サービスの方向性を考えてみたときには、利用者のニーズに合致した形での障害者福祉サービスを適切に
実施していくことは当然ではあるが、それを前提としたうえで、障害者ひとりひとりの状態に応じた適切なサービス範囲を定める明確
な基準を定めていくことが必要となっている。さらに、障害者の自立と社会参加を促進するため、就労のための支援、環境づくりにも
重点的に取り組んでいくことが重要な課題である。
 身体障害者手帳・療育手帳所持者数及び人口比発生率の推移
　　H17→2,110  H18→2,189 H19→2,245 H20→2,363
　　H17→2,92%  H18→3.00% H19→3.04% H20→3.16%

福祉就労の数



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 5世帯 ８世帯 継続
－ - 4.05‰ 継続
＋ 10人 ６人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
生活保護者の就労を促進し、自立支援に努める

生活保護の適正な実施と保護世帯の自立促進

　香芝市の生活保護世帯、人員は、近隣自治体、全国平均からも、大きく下回っているものの、近年は増加傾向が続いている。本市
の保護世帯の特徴としては、高齢世帯が約半数を占め、母子家庭やうつ病による未就労を原因となっているケースが増加傾向にあ
る。昨年来よりの全世界的な経済不況は、企業の雇用関係に影響を与えており、高齢化の進展という状況を考えあわせると、今後
もこの傾向は、続くものと予測しておく必要がある。このような社会環境の中、窓口における相談件数も増加し、その内容も複雑多様
化している。
　したがって、このような状況を考えると、生活保護の業務においては、保護世帯数の減少を図っていくということは、現実的には困
難であると言わざるを得ない。そこで、生活保護については、社会のセーフティーネットとして、市民生活を保障していくために、それ
ぞれの世帯の状況を的確に把握し、必要に応じて適切な支援を行うとともに、本来の目的である保護受給者の自立を支援するため
の取り組みを行っていく。
　※相談の推移（件）　　　H17→58、H18→50 H19→67 H20→150
  ※保護世帯の推移（世帯）　H17→89 H18→98 　H19→120 H20→154
  ※保護率の推移（‰）　　H17→1.80 H18→1.94 H19→2.36 H20→3.17

保護からの自立世帯

福祉就労支援事業利用者数

生活保護率

取組方法２ 目標指標

　平成21年度においても、全国的に生活保護世帯の増加が続き、２０箇月連続で過去最多を更新しているという状況となり、地方自
治体の財政悪化にもつながる結果となっている。香芝市においては、全国的な水準からは極めて低い数値ではあるが、増加を続け
ているという点では、同様の傾向で、保護率、保護費の額も昨年度を大きく上回る結果となっている。
　このような状況が、国全体の経済情勢に起因しているものであることから、本市の努力だけで、これを好転させていくことは困難で
あると言わざるを得ない。
　したがって、引き続き、保護を必要とする人たちに対して適正な支援と自立を促進することができるような取り組みを進めていく。
　※相談の推移（件）　　　     H17→58 H18→50 H19→67 H20→150　H21→129
  ※保護世帯の推移（世帯）　H17→89 H18→98 　H19→120 H20→154　H21→193
  ※保護率の推移（‰）　　    H17→1.80 H18→1.94 H19→2.36 H20→3.17 H21→4.05



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 2000人 1,133人 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ - 20,772人 継続

実績報告（成果と課題）

　平成２１年度において、市民の子育て世代にアンケートをとり次世代育成支援行動計画を策定しました。アンケートを分析した中に

は潜在的なニーズも多く存在するため、施策のきめ細かな見直しも図りながら、今後は市民・各種団体・企業や地域社会との連携をとり

ながら行動計画を指針として推進していきたいと考えます。

　また、平成２１年１１月より、大阪樟蔭女子大学との連携により旭ヶ丘子育て支援センターにおいて旭ヶ丘地区をモデルケースとした

絵本の読聞かせや学生や親子のふれあいなどを目的に月１回「グリム絵本館」を開館しました。毎回好評で今後も他の地域へ広げて

いければと考えているところです。香芝高校でもつどいの広場を開設していましたが、利用者の増加や施設の手狭なことも考慮し、エコ

ールマミショッピングセンターを借りて、「マミつどいの広場」を開設しました。　相談業務につきましては、虐待やネグレクトなど内容も複

雑になってきており、関係機関との連携やネットワークの構築なども築いていきます。

　また、子育て支援臨時特例交付金（安心こども基金）を活用し母子家庭の自立を図るため、給付金事業の拡大を行いました。今後も

自立に向けた相談などを進めていきます。 部局長評価

B

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
次世代育成支援後期行動計画の策定

子育て支援の充実

　本市では、若い世帯の転入が多く、毎年約８００人近くの出生数がある等、年少人口の増加が続いている。この結果、就学前児童数の
割合は、市全体で７．２％、旭ケ丘ニュータウン地区は、１６．２％、高山台地区は、１５．０パーセントとなっている。平成１５年７月施行の
次世代育成支援対策推進法に基づき、平成１７年３月に策定した次世代育成支援行動計画「かしばみらいプラン」では、平成１７年度か
ら２１年度の５ヶ年を前期期間として、特に保育関係事業においては、現状分析やニーズ調査などの基礎調査により目標事業量を設定
し、事業を実施している。　従来は、子育てと仕事の両立支援ということが先行していたが、現在は子育てをしている全ての家庭を対象
に、前記行動計画により、子育て支援事業に取り組んでいる。
　今後、委託事業や各課、団体等と連携しながら実施している子育て支援事業に加え、母子世帯の自立に向けた相談、児童虐待、配偶
者からの暴力被害者に係る相談件数が年々増加している中、相談業務及び関係機関との迅速な連携等ができるよう事業実施体制の整
備が求められる。
　平成21年度においては、少子化やこどもと子育て中の家庭を取り巻く状況の変化に対応し、安心して子どもが健やかに生み育てられ
るまちづくりを進めるため、平成１６年度に策定した次世代育成支援行動計画について、２１年度に現状分析やニーズ調査などを実施
し、事業の優先順位や目標数値を見直し、後期行動計画を策定する。

アンケート回答者数

利用者数
取組方法２ 目標指標

各子育て支援事業の実施



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
徴収率 （保育所） ＋ 99.81% 99.67% 継続
徴収率 （学童） ＋ 99.53% 99.68% 継続

見込
方向性 目標値 実績値 単年・継続

徴収率 （保育所） ＋ 20.47% 16.24% 継続
徴収率 （学童） ＋ 85.50% 75.00% 継続

実績報告（成果と課題）

１　現年度分の徴収

　経済不況等により、失業、収入減により公立分の未納額が、前年度より増額となる見込である。　62．7万円→110万円

私立保育園は、２０年度より徴収委託を実施しているが、今年度も前年度と同様に現年度分は１００％の徴収率である。

　未納者については、児童手当、児童扶養手当の支払時に未納額への充当交渉を行い、過年度滞納額への減少に取り組んでいる。

２　過年度繰越分の徴収

　過年度繰越者についても、手当充当の交渉を支払時毎に行い、滞納額の徴収確保を図っているが、不成立になる場合もある。

今後、手当充当の誓約書を取るなどし、納付の意識づけを行うとともに、支払毎の交渉処理の簡素化を図る。

　支払い能力があるにも納付しない悪質者には、預金調査等実施し、差押え等滞納整理の強化に努める。

部局長評価

Ｂ

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
現年度分の徴収率向上
（民間保育園への徴収委託等）

保育所及び学童保育所の保育料徴収の強化

　保育所保育料は、所得税、市民税及び年齢区分により算定し、また学童保育所においては、均一により、保育料を徴収している。生活
保護者、母子・多子世帯においては、保育料の軽減措置が取られている。
　児童を保育所に入所させている保護者においては、明らかな受益者であり、滞納しながら保育所に子どもを入所させているということ
は、納入している世帯と比べて不公平感であり、納入意識を低下させるという悪影響がある。
　滞納者は、現年度分と過年度分の滞納者に区分されるが、現年度未納者においては、月々の納入状況（口座振替）の結果等をみて、
早期に対応すれば、滞納繰越額を減少させることができる。平成２０年度から私立保育園に徴収委託を実施し、現年度分の繰越額を減
少させたが、今後は、過年度分の滞納整理の事務体制を係及び課内に徹底する必要がある。
　このように、現年度未納者に対する徴収は、民間保育所への徴収委託や公立保育所の対応で確保できるが、過年度繰越者への対応
が今後の課題となる。過年度滞納者に対して、催促状を送付するとともに、市内部の収納担当者と連絡を密にし、情報の共有化を図り、
支払い能力があるにも納付しない滞納者については、財産調査等を実施し、財産差押え等滞納整理の強化に努める。

　年々過年度分の徴収が困難となっているので、滞納者の実態調査等を行い、差押えや執行停止、不納欠損処理ができるよう滞納整
理の事務体制を係内に確立する必要がある。

　不成立者は、分納申請書を提出してもらい、月々の納付に努めている。しかし、未納額の減少ははかどらず、新年度の保育料発生も
含めた中で納付計画を立ててもらう必要がある。今年度については、子ども手当の充当を強化する必要がある。

　未納発生時の対応は、現場の保育所にお願いしているが、早期（２ヶ月分振替不納時等）に手当充当等の話をし、未納額の徴収確保
を図る。

取組方法２ 目標指標
過年度分の徴収率向上　（滞納整理の強化等）



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 2回 3回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

Ｃ

部局長評価

○平成２１年１１月１日付けで「香芝市の救急医療を守る委員会設置要綱」を策定し、２３年３月までの2カ年間に委員会
を開催して香芝市における休日や夜間の救急医療体制の充実に向けた協議を行うことになった。２１年度は１１月・２月・
３月の3回を開催し、市内に休日診療所を開設出来るかどうかを検討したが、医師の協力、とりわけ小児科医が少ない中
での協力を得るのは大きな課題となり、奈良県の状況も勘案して次年度（２２年度）も継続して協議することになった。ま
た、近隣市の休日診療所や奈良県地域医療連携課などにも足を運び情報収集を行い香芝市としての適切な救急医療体
制を考えていく。

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
関係機関等の協議による医療体制強化に向けた取り
組みの推進

市内医療体制の充実に向けた取り組みの推進

　現在、市内に救急告示病院が1ヶ所しかなく、休日診療所も広域で1ヶ所（葛城地区休日診療所）となっており、緊急時
に身近な救急医療施設が少ないため市民の不安も大きく救急医療に対する要望も高い。
　しかしながら、奈良県保健医療計画では、香芝市の属する「中和保健医療圏」は、既存病床数が基準病床数を上回っ
ているため、新たな病院の設置は困難な状況となっている。
　そこで、平成20年5月には、市内において、夜間緊急時にも対応することのできる小児科・産科を備えた救急・総合病院
の立地を図ることのできるよう、「奈良県保健医療計画における基準病床数の緩和」と「官民を問わない総合的な医療機
能を持つ病院の誘致」を骨子とする要望を行った。
　このような状況のため、当面の間は、市内での病院の設置は困難であると言わざるを得ないが、その代替措置の意味
も含めて、市内の病院及び関係機関との間での連携協力会議を設置するなどして、市内での救急医療体制の充実に努
める。

会議開催



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標8 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ ０人 53人 継続
－ ０人 2人 継続

10月1日現在
方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

1　保育所施設・設備整備について　

　地域活性化・経済危機対策事業及び安心子ども基金の事業により、下記事業を実施、実施中である。

　○損傷等が激しい遊具、また耐用年数経過の厨房機器について取替えを行った。

　　建物、プール等の大規模修繕等整備は、計画を立て実施する必要がある。

部局長評価

Ｂ

○学童保育事務が学校教育課に移管され、施設面では余裕教室が発生している所は移設及び運営面においては放課後子ども教
室との連携について検討する。

○施設整備については、トイレ等の環境改善が必要である。ただし余裕教室との関係で整備実施の必要度を検討する。（移行可能・
不可能によリ判断）

２　学童保育所施設整備、運営について

○建物の維持管理のため、屋根塗装及び入所児童数増に対応するため、手洗い場の増設整備を図った。

○運営面において、保護者のニーズに応えるため、保育時間の延長及び学年拡大について検討を行い、時間延長を行うことに決定
した。２２年４月より実施する。

　○民営化に向けては、検討委員会を設置し、:現状及び将来見込を把握した中で方向性を進める必要がある。

　○待機児童解消のため、旭ヶ丘保育所用地については、民設、民営による整備、運営事業者を公募し、事業者を選考決定し、整
備に着手したところであり、また他の私立２園においても定員増を図る保育所緊急整備事業（安心子ども基金）に取り組んでいる。２
２年度実施、２３年度開園、定員増。

取組方法２ 目標指標

　○みつわ、志都美保育所の耐震診断について、、現設計図書との相違や施工不良があり、また過去に何度かの大規模修繕、増
築工事により、ブレースが撤去などされているケースがある。

　補強方法は、ブレースの増設等を行い、強度を高める必要がある。また、施工不良等に対して、改修した中でしか補強計画を立て
られない状況である。昭和４３、４６年度の建築年度からして、補強或いは建替えかについては、民営化等のことも含めた中で検討
する必要がある。

　○関屋保育所の耐震補強については、補強設計を行い、3月に工事請負契約を締結し、4月より耐震補強工事に着手した。（9月竣
工予定）

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
保育サービスの充実により、市民の多様な保育ニーズ
に応える

保育所・学童保育所施設の整備充実と運営方法についての検討

○保育所
　保育所は、建築後３０年近く経過し、老朽化が進んでおり、建築後大規模改造工事を実施した保育所も、既に２０年近くが経過して
いる状況である。建物、プール等建物本体の傷みに加え、設備面では、厨房及び空調、暖房機器等では、耐用年数経過により故障
しがちで、その都度修繕により対応している。施設、設備の整備を計画的に実施していく必要がある。
　　耐震化診断の結果を踏まえた耐震補強整備も必要であり、次年度の補強工事実施に向け、２１年度に補強設計業務委託を実施
する為の事務作業中である。 また、旭ケ丘保育所用地については、待機児童の発生や入所率等を勘案しながら、新設保育園の設
置・運営主体の方法などの検討が必要である。
　既設保育所の運営においては、行財政改革の流れの中で、臨時職員の比重が大きくなってきており、多様化する保育のニーズに
対応など多くの課題があり、これらに対応するためにも民営化に向けての検討を進めていく必要がある。
○学童保育所
　学童保育所の施設の大半は、昭和５０年代後半から６０年代に建てられたプレハブの建物で、老朽化が進んでおり、床、屋根塗装
等の営繕工事が必要である。
　平成１９、２０年度に旭ヶ丘第２、真美ヶ丘東学童において、大規模解消の為、増築事業を実施している。また、五位堂小学校、二
上小学校の児童数の増加に伴う対応策も必要となっている。また、運営面では保護者から保育時間の延長、対象学年の拡大等保
育内容の充実についての要望もある。学童保育所全体では、待機児童も一部発生している状況であり、市民ニーズを的確に捉えた
中で、これの減少に向けた取り組みが必要である。

待機児童数（保育所）
待機児童数（学童保育所）



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標8 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ 14.50% 14.50% 継続
＋ 300人 390人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

　平成２１年度は、１０，７０７人に基本チェックリストを送付、回答数７，９４６人（回答率７４％）、内２，２５８人が特定高齢者候補とな
り、この方々には、生活機能検診を受診（受診者５９２人・受診率２６％）、その結果３９０人が特定高齢者と決定。そして各予防教室
に参加を呼びかけ実績は、次の通りです。
・水中運動教室　３４人（内特定高齢者２２人）
・筋力向上トレーニング２９人（内特定高齢者２１人）
・転倒骨折予防教室５１人（内特定高齢者３４人）
・認知症予防教室３１人（内特定高齢者１８人）
・栄養改善及び口腔機能向上教室１０人（内特定高齢者１０人）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
介護予防の推進と介護保険制度の適正な運用

介護予防の推進

 介護給付費が急増していることから介護保険制度の持続性が課題となっている中で、不適切な介護給付事例が多発している。介
護給付の適正化は介護給付を真に必要とする受給者を認定した上で、必要なサービスを事業者がルールに従って適正に供給する
ことにより、介護保険制度の信頼性が高まり介護給付費や介護保険料の増加が抑制される。
　本市としては、「要介護認定の適正化（認定調査の市職員による実施）」「ケアマネジメントの適正化（ケアプランの点検・住宅改修
実態調査・福祉用具実態調査・研修会等の開催）」「サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化（医療情報との突合・実地指導・
縦覧点検）」に取り組んでいく。
  このような中、被保険者が要介護状態になることを予防することを目的とした「介護予防事業」は、重要な課題である。要介護状態
になるおそれの高い特定高齢者候補者は第１号被保険者の１／６にあたる約２０００人おられるが、特定高齢者として決定するため
の生活機能検診の受診者は２３３名に留まっている。そのため受診率を上げるため在宅介護支援センターの職員が特定高齢者候
補者宅を訪問して生活機能検査受診や各種教室の参加を勧める。
 　また、全国的に認知症高齢者は2015年には約２５０万人に達すると予想されている。これまでは在宅での介護が中心であったが
核家族化の影響もあり、今後これらの方の対策が重要となってくる。住み慣れた地域で生活が出来るよう地域密着型サービス事業
所（グループホーム・認知症デイ等）の計画的な整備が必要である。認知症予防・支援サービスを対象者の症状や環境に応じて組
み合わせ最適なサービスを選択できるよう認知症高齢者対策を重要な項目の一つとして推進する。
 

認定率
特定高齢者



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標8 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 95.00% 1期77．5％・2期９１．２％ 継続
＋ 100% 99.11% 継続
＋ 8.90% 2.90% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ 5% 11% 継続
－ 3% 7% 継続

実績報告（成果と課題）

●麻しん撲滅を目指してＭＲワクチン（麻しん風疹混合ワクチン）の接種率を国は目標を９５％ととしており、保育所や幼稚
園でのポスター掲示、教委員会を通じて保護者あての文書配布など関係機関の協力を求めた。これにより、1期(1歳児）の
接種率は20年度73．7％、21年度77．5％に上昇、2期(年長児）は20年度91．6％、21年度91．2％で横ばい、3期（中１）20
年度74．6％が21年度76．8％に、4期(高３）20年度72．8％が21年度77．9％にそれぞれ上昇した。3期、4期の接種勧奨は
平成20年度から24年度までの5カ年限定ではあるが1期、2期は今後も継続されるので今後も接種率向上に努めていく。

●２１年度から妊婦健診の助成回数を５回から14回に増設し受診券の交付を行ったところ、妊娠届け出数が２０年度は８４
０人であったのが、２１年度は９００人と増加し、妊婦健診の受診率も２０年度、９５．１％から２１年度は９９．１％と大きく上
昇した。このような経済的支援と女性の健康支援が子育て支援につながり効果が得られた。今後は妊婦の検診結果を踏
まえて母児ともに健康維持ができるよう追跡し、妊婦訪問や妊婦教室の充実もめざしていく。

●各がん検診の受診期間を例年の5ヶ月間から7ヶ月間に延長し受診促進をねらったところ、２０年度受診率２．５％から２
１年度２．９％とわずかながら上昇した。しかし、２１年度は新型インフルエンザの流行により秋以降の受診行動が制限さ
れたことも考えられ受診率の大きな伸びにはつながらなかったと評価する。ガン予防対策として２２年３月に「緩和ケア、在
宅ホスピス」についての講演会を開催し、早期発見による早世防止の普及啓発行った。今後も引き続き啓発し受診促進と
精密検査未受診者追跡、講演会等でガン予防に努力していきたい。

●朝食の欠食防止として妊娠届け出時に生活習慣指導を行い、妊婦教室や離乳食教室など
でも継続した栄養指導行うことで妊娠期から乳幼児期、そして成人へと正しい知識が受け継
がれて行くようにねらっている。また、「朝食を食べよう運動」を保育や福祉、教育の場でも波
及させて行くため、庁内食育担当者会議を２１年度から立ち上げ年3回に開催し、２２年度も
継続して協議し、食育推進計画の策定を進めていく。

部局長評価

Ｂ

胃検診受診率
妊婦健診受診率

取組方法２ 目標指標
関係機関との連携により朝食を食べる人を増やす

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
各種健診の受診者、予防接種率の向上

市民の健康づくりの推進

市民の健康づくりとして、以下の項目に取り組んでいく。
●母子保健の充実
　近年、出産年齢の上昇等により、健康管理がより重要となる妊婦が増加傾向にあるるともに、経済的理由で定期健診を
受けない妊婦も見られ、母体や胎児の健康確保を図る上で妊婦が安心して妊娠・出産・育児ができる体制を整備すること
が必要である。本市では１９年度までは１回であったのを２０年度には５回に拡充したが、２１年度はさらに１４回に増設し
た。
●予防接種
　感染症を予防することが公衆衛生行政の基本であり、市町村が実施主体となっている予防接種事業はその要である。
予防接種は保護者の努力義務にはなっているが、より多くの人が安心・安全に受けられる医療機関の協力を求め、接種
率の向上を目指していく。現在、集団接種から個別接種への移行を順次進めており、今後も、これを計画的に進めていくと
ともに、感染症の予防対策としてすべての予防接種については広報誌への定期的掲載や乳幼児健診での啓発にてより一
層強化し、保育所や教育部門とも連携して積極的に勧奨し接種率を向上させていく。
●がん対策
　平成19年度にがん対策基本法が成立し奈良県においても推進計画が平成20年度に策定されている。これにより、市町
村でのがん検診受診率の増加と健診の精度管理の向上が喫緊の課題としてあげられている。本市においても受診者増と
委託医療機関の健診結果の追跡などがん検診対策の充実により、「がんを予防しがんによる早世を防ぐ」ことをめざして
いく。
●食育の推進
　心身ともに健康的な生活を送るには規則正しい生活習慣を営むことが基本と言われ、1日の始まりである朝食を食べる
習慣をつけることがその第1歩である。全国的にもすべての年代で朝食を食べない人が増えており、健康かしば２１でも栄
養食生活面において朝食を見直す項目が乳幼児期、青年期、成人期にあげられていることから「朝食を食べる人を増や
す」ことを目標とする。

ＭＲ接種率（1期2期）

朝食欠食率（男）
朝食欠食率（女）



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

　市内主要幹線の整備の促進 1

　下水道事業の促進 1

　五位堂駅前北第２土地区画整理事業の促進 3

 　志都美駅周辺整備事業の促進      3

　近鉄下田駅北地区整備事業の促進 3

　総合公園の整備促進 6

　スポーツ公園の整備促進 6

　景観施策の促進 8

　下水道地震対策事業の促進 8

達　成　度

平成２１年度部局目標

　大都市近郊のベッドタウンとして、今後も人口の増加が見込まれる香芝市にあって豊かな自然や文化
遺産などの地域資源を活かしつつ、快適性利便性の向上と災害に強い都市基盤整備に取り組む。

重点目標

都市整備部部局名



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 用地取得637.2㎡ 408.50㎡ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
供用開始 1137m ＋ 上部工   　70m 0 継続

＋ 平面整備　40m 0 継続

実績報告（成果と課題）

都市整備部

取組方法１ 目標指標
用地取得における契約及び収用裁決申請手続き

市内主要幹線の整備の促進

・市の東西を結ぶ基軸となる道路で慢性的な国道１６５号の渋滞緩和及び市内の交通渋滞の緩和を図る上で、都市計画道路　中和
幹線（逢坂工区）及び都市計画道路磯壁北今市線のＨ２３年期供用開始を目指す。

用地取得　６３７．２

部局長評価

Ｂ

　都市計画道路中和幹線（逢坂工区）を平成２３年度期に供用を開始すべく事業を進めておりますが、用地取得の収用裁決申請手続
きに遅れが生じた事と、それに伴い工事に遅れが生じた。この事から、用地の取得（収用裁決申請手続き）を早急に行い、事業完了に
努めたい。

取組方法２ 目標指標
橋梁上部工事及び架設並びに平面整備工事



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 　下水道事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
普及率 ＋ 58.3% 58.3%(H22年1月末現在) 継続
水洗化率 ＋ 92.0% 91.4%(H22年1月末現在) 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

　平成２１年度において、引き続き下水道管渠の整備工事を行い、普及率（平成２２年１月末現在）５８．３％となった。併せて、供用開
始地区で公共下水道の未接続者に対して、啓発活動を実施し、水洗化率（平成２２年１月末現在）９１．４％となった。

　最近の整備事業費の減少等から、整備目標年度が平成１５年度策定の次期長期計画基本構想による平成５０年度から大幅に遅延
すると推測される。

取組方法２ 目標指標

都市整備部

取組方法１ 目標指標
公共下水道管渠の整備、及び公共下水道接続工事の
促進活動

　　　　（内訳）過年度分事業費１５，５００百万円、残事業費３２，６３５百万円

２．香芝市公共下水道（汚水）次期長期計画基本構想（平成１５年度策定）

　　　　（※平成２０年１２月３１日現在の普及率　５７．４％）

公共下水道管渠整備の着実な進捗を図り、もって公共水域の水質保全や生活環境の改善を図る。

部局長評価

B

　　　平成１５年度 約１２．２億円、　平成１６年度 約１１．９億円、　平成１７年度 約７．９億円、　平成１８年度 約９．３億円、　平成１９
年度 約５．９億円

１．普及率（平成２１年度目標）　５８．３％

３．整備事業費の推移

　　　但し、平成１６年度以降の整備事業費を９～１０億円／年として、整備目標年度を定める。

　　①第１処理区（真美ヶ丘地区）　　　　　　整備済み

　　②第２処理区（真美ヶ丘地区以外）　　　建設事業費４８，１５３百万円

③第２処理区の整備目標年度　　　　平成５０年度（平成１６年度から３５年後）

４．将来予測



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3  五位堂駅前北第２土地区画整理事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
工事施工額 　　　1．3億     　1.28億 単年
移転補償件数 　　　2件 　　　　2件 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

(五位堂駅前北第二土地区画整理事業)   

          工事、建物移転の進捗

                ｽｹｼﾞｭｰﾙに従い、順次、当初予算の通り執行完了

都市整備部

取組方法１ 目標指標
　　年間スケジュールをたて、
    工事、移転補償を計画的に
    進めていく。

　　　平成13年2月より事業に着手し、8年を経過した。権利者から、早期完成を望む強い要望がなされて
いる。現在の事業費ベースの進捗率は、全体事業費53億の内35億円であり、約65％である。事業年度は
あと2年間であるため、単純計算で、年間約9億円弱の予算が必要である。また、まちづくり交付金事業と
して、五カ所五位堂線の西側の区域に限定した変更整備計画の採択を受けた「(第1期)まちづくり交付金
事業」は平成21年度で完了予定である。今後は、この変更により、整備を後年度に延期した五カ所五位堂
線の西側区域を中心とした整備計画である「第二期まちづくり交付金事業」を平成21年度に新規採択を受
け、平成22年度より第1期に継続して事業を推し進めていくことが必要である。

部局長評価

B

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
区画整理進捗率 ＋ 54% 56% 単年
まち交進捗率 ＋ 42% 72% 単年
街路進捗率 ＋ 40% 38% 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
駅舎橋上化 完成 未完成 継続

実績報告（成果と課題）

ＪＲとの協議を整え、駅舎橋上化の完成を図る。

　
　平成１８年４月より事業に着手し、４年が経過した。平成２１年度は区画整理事業や街路事業、まちづくり交付金事業の工事も順調
に進んでいる。
　志都美駅西土地区画整理事業は、平成２１年度工事として外周擁壁や盛土工事等を予定どおりに進めることが出来た。
駅舎橋上化工事（まち交事業）は、公共投資臨時交付金等の予算手当てもあり、歩行者専用道路建設工事（街路事業）とあわせて橋
上駅舎完成に向けておおむね順調に工事も進んでいる。
　課題として、年度当初の工事用地の借地契約の遅れや夜間工事に対するの住民へ対応策により、工

部局長評価

B

取組方法２ 目標指標

都市整備部

取組方法１ 目標指標
区画整理事業、まちづくり交付金事業及び街路事業の
進捗を図る。

志都美駅周辺整備事業の促進

　ＪＲ和歌山線志都美駅は香芝市北部の交通拠点として重要な位置を占めている。しかしながら、現在の駅へのアクセスは駅東側の
県道からしか利用出来ない。
　近年、志都美駅は駅西方面において旭ヶ丘等人口増加が著しい地区を駅勢圏に有しながら、現状では駅利用性や安全性に課題が
生じている。
　ついては、今後整備される奈良西幹線からの交通連携も視野に入れ、志都美駅西土地区画整理事業と併せて志都美駅周辺の整
備が急がれる。
　平成２１年度は駅舎橋上化工事、自由通路工事にも着手する予定である。
　本事業は早期完成に向けて地元の強い要望もあり、土地区画整理事業とも併せて、平成２２年度の完成を目標に事業進捗に努め
ているところである。
　ただ、駅舎橋上化工事には多大な資金が必要となるため、事業完成には財政面でのバックアップが必要不可欠となる。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ １００％ ６０％ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ３回／年 ３回 継続

実績報告（成果と課題）

都市整備部

取組方法１ 目標指標
駅前広場事業用地買収を行う。

　近鉄下田駅北地区整備事業の促進

　本地区は、市の中心地に位置しており中心市街地として、交通・歴史の結節点であるが、道路の危険性や駅前広場の未整備などの
課題があることから、安全・快適な場づくりによる「であい」と「にぎわい」にあふれた香芝市の顔づくりを目標とし、市道６－４６号線道
路改良工事を行い歩行者のネットワークの強化を図ると伴に、近鉄下田駅北側駅前広場整備を行い駅利用に係る利便性の向上に努
める。また、住民協働による事業を推進する為に、「地域住民の安全かつ快適・利便に暮らせる住み良いまちづくり」をスローガンとし
てまちづくり協議会を立ち上げ、まちづくり推進事業を展開する。

駅前広場事業用地取得率

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ回数
取組方法２

部局長評価

B

目標指標
まちづくり活動推進事業の実施。

　 関係権利者と用地交渉を進める中で代替地希望があり、その交渉に相当の期間を要しているが引き続き交渉を行う。また近鉄用
地については３月に基本協定の締結は終わり、金額の合意も得られているので早々に契約する予定。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標６ 総合公園の整備促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
確定筆数 ＋ 16筆 １６筆 単年
確定延長 ＋ 792ｍ ７９２ｍ 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

成果品の内容

問題点

都市整備部

　香芝総合公園事業は、昭和54年12月に都市計画決定され、既に供用されている総合プールを除く国道165号西側の区域の事業化
までに用地の確定を行い、基本協定に基づき過不足の精算をする必要がある。
　これは、昭和58年12月の香芝町と奈良日々新聞社間の基本協定により、事業用地を確定するため行っているもので、平成20年度
は、2ヶ所で境界確定を行いました。
　平成19年8月に地図訂正は完了したものの、残りの地権者についてはそれぞれ主張をされており、境界・地積の確定を行うため現在
作業中。今後、未確定の用地を早急に確定し、事業化につなげる必要がある。

取組方法１ 目標指標
香芝市・香芝市土地開発公社・平川商事の境界確定

取組方法２ 目標指標

部局長評価

B

香芝市総合公園用地等測量業務

・筆界確認書一式・用地実測図原図一式・観測手簿一式・測量計算簿一式・面積計算簿一式・制度管理表一式
・測量電子データ

・平成２１年度に実施した、測量業務の筆界確認書に確認印をもらっていない。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標６ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 70 68.2 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
2回/年 ５回/年 単年

実績報告（成果と課題）

スポーツ公園事業用地の買収 事業用地買収率（％）

取組方法２ 目標指標

部局長評価

B

　スポーツ公園の整備促進 都市整備部

　 香芝市スポーツ公園第１期事業認可区域（約面積１３．３ha）において、現在、事業用地の取得に向けて努力しているところです。用
地取得状況につきましては、平成２１年３月末現在、約８．４haの用地を取得し、事業認可区域の約６３％であります。但し、第１期事業
認可期間が平成２１年度末で終了となります。しかしながら、地権者の要望及び市の財政状況等を含まえた中、用地取得完了にはあ
と少しの期間を要することから、新たに事業認可の延伸に係る協議及び変更認可申請の手続き等を行い、奈良県より変更事業認可
を受ける必要が有ります。なお、変更事業認可を受けるに当たっては、当該事業の施設内容等の検討、アクセス道路である都市計画
道路（畑分川線）の整備計画との整合性がとれなければならないことから、検討して行かなければならない。

取組方法１ 目標指標

買収済事業用地の維持管理

香芝市スポーツ公園第１期事業認可区域（面積１３．３ha）の用地取得状況は、平成２２年３月末現在、約９．０７haの用地を取得し、取
得率は、約６８．２％であり、今後も未買収地の用地取得に誠意努めていく。また、事業認可期間等につきましては、当初、平成２２年
３月３１日までとなっておりましたが、本市の財政状況等をふまえた中で、施設整備の内容等を見直し、奈良県とも協議をした結果、事
業認可期間について、延伸期間７年（平成２９年３月３１日まで）の認可を頂きました。しかしながら、平成２２年度より、『社会資本整備
総合交付金』に変更されたことに伴い、事業スケジュール及び事業費、施設整備内容等の見直しが必要になります。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標８ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
活動回数 ＋ 2回/年 0 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
活動回数 ＋ １団体1回／年 0 継続

実績報告（成果と課題）

景観施策の促進 都市整備部

   現在、本市は交通の利便性に恵まれ、急激な宅地開発によって都市化が進んでいる中、一方では豊かな自然環境や歴史遺産など
により、地域性豊かな景観が形成されており、これら景観の保全に努めると共に、地域の自然、歴史景観と調和した新たな都市景観
を創出していくなど、個性のある美しい景観を形成していく必要がある。特に、香芝インターチェンジ周辺沿道区域は、本市の玄関口と
してふさわしい、落ち着きのある広告景観の形成が求められており、景観法に基づく景観計画の策定に向けた取組を進めて行かなけ
ればならない。また、屋外広告物に関しては、未届広告物及び違反簡易広告物の大量掲出による景観の悪化、風致のびんらん、一
般市民に対する危害が危惧されるので、違反屋外広告物の指導と啓発に努める。

取組方法１ 目標指標

部局長評価

D

平成２１年度は実施していません、実施時期については、今後検討しています。

景観づくり基本方針検討部会の立ち上げ

取組方法２ 目標指標
違反広告物追放推進団体による除却活動の推進



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標８ 下水道地震対策事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
管渠の耐震化 ＋ 調査設計 完了 継続
マンホールの対策 ＋ 調査設計 完了 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
マンホールトイレ設置 ＋ 調査設計 完了 継続
貯留槽設置 ＋ 調査設計 完了 継続

実績報告（成果と課題）

避難所のマンホールトイレ及び雨水貯留槽の設置（当
初は雨水貯留槽であったが、水道水利用の貯留槽へ
変更となった。）

　平成１９年度に定めた「香芝市下水道地震対策計画」の結果を基に、下水道地震対策事業として緊急的に耐震対策を実施する施設
を設定し、効率的、効果的な耐震対策のための詳細設計を平成２１年度において実施した。　　　《耐震対策　重要幹線の耐震化、マ
ンホール浮上対策、マンホールトイレシステム、貯留槽》

取組方法２ 目標指標

　　　　・防災拠点・避難所の排水を受ける管路 ７,６０７m

　　　　・緊急輸送路等下の管路 １,０７６m

　　　　平成２１年度～平成２５年度にかけて、管渠の耐震化やマンホールの浮上対策等の下水道地震対策事業を実施予定

２．平成１９年度「香芝市下水道地震対策計画」策定

３．平成２０年度に、国より「香芝市下水道地震対策計画」について同意を得る。

４．今後の取り組み　　　　　　　　　　　

部局長評価

B

都市整備部

取組方法１ 目標指標
管渠の耐震化及びマンホールの浮上対策を進める。

最近の取り組み状況

　地震による下水道施設の機能低下、停止を防止する必要がある。そのため、効率的に下水道地震対策事業を促進することにより、
地震発生時における下水道施設の機能の確保に努めていきたい。

１．平成１８年度耐震診断済み



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

市内市道の老朽化による道路舗装・維持及び改良工事の実施 1

洪水被害を防ぐため、危険区域の把握と水路・河川改修をめざす 2

3

地場産品安定作付試験栽培の推進 4

達　成　度

安全性・快適性の観点から道路の新設改良、拡幅、維持管理、バリアフリー化をめざ
す

平成２１年度部局目標

産業建設部の業務は、大きく分けて、産業分野と建設分野に分かれる。産業分野においては、香芝市の
地域の特性を生かした地場産業の振興と新産業の立地を推進し、地域経済の活性化、地域雇用の促
進、市民の利便性の向上を図る。また、建設分野においては、市民の身近な生活基盤である道路・公園・
河川の整備、改修により、市民生活の快適性・安全性の向上をめざす。

重点目標

産業建設部部局名



平成２1年度部局目標個別シート

重点目標１ 市内市道の老巧化による道路舗装・維持及び改良工事実施 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
補修面積 ＋ 　　２０,０００㎡ ２８,２８９㎡ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

道路の維持補修工事

取組方法２

産業建設部

　　市内各自治会よりの要望に伴う優先箇所の年次計画により事業実施している中、老朽化による要望箇所の増大に対する対応が
必要となる。市内市道維持管理の均衡を保つための年次計画の充実を図る必要がある（舗装面積１,７００,０００㎡）

取組方法１ 目標指標

目標指標

部局長評価

B

計画どおりに目標値の達成ができたもと考えられる。　今後も自治会からの要望等に迅速に対応し、効果的・効率的な事業を実施し
たい。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

浸水対策　下田小学校水路改修工事 L=160m

流域貯留浸透事業　逢坂新池貯留施設工事 A=　１箇所

流域貯留浸透事業　磯壁吉ヶ池貯留施設工事 A=　１箇所

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 1 1 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 2 2 継続

実績報告（成果と課題）

　平成２１年度当初に、災害に対する市民一人一人の意識レベルを高めるための、洪水ハザードマップを作成し市内全戸に配布い

たしました。

　　また、具体的な取組事項についても、概ね計画とおりに目標値の達成が出来たものと考えられる。

　　また、今後も洪水被害を防ぐ対策として、危険箇所を把握して河川・水路の計画的改修を効果的に実施していきたい。

産業建設部

取組方法１ 目標指標

水路改修

洪水被害を防ぐため、危険区域の把握と水路・河川改修をめざす。

近年、集中豪雨による被害が相次いでいますが、その対策として、県施行の葛下川の改修工事をはじめとした河川・水路改修を
行っています。また、災害に対する市民ひとりひとりの意識レベルを高めるため、洪水ハザードマップを作成し市内全戸に配布いた
します。今後、危険箇所を把握し、河川・水路の改修を計画的に行う事が重要であります。

箇所数

部局長評価

Ｂ

箇所数
取組方法２ 目標指標

流域貯留浸透施設の整備



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

市道7-97号線道路拡幅工事 L= 50m

市道1-25号線道路拡幅工事 L= 50m

市道9-107・9-110号線道路拡幅工事 L=140m

市道1-2号線道路拡幅工事 L= 30m

市道10-35・10-36号線道路拡幅工事 L= 10m

中和幹線西真美交差点改良工事 A= 1箇所

五位堂近鉄沿い道路新設工事 L=150m

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 6 4 継続
＋ 280 220 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 1 1 継続
＋ 150 150 継続

実績報告（成果と課題）

　安全性・快適性の観点から生活道路の改良・拡幅整備が望まれています。

　そこで、具体的な取組事項について、概ね計画どおりに目標値の達成が出来た物と考えられる。

　ただし、旧市街地においては、住宅等が立ち並び地権者の協力が得られないところもあり、非常に難しい状況ですが、今後も、

出来るところから、狭あい危険箇所等の拡幅等の整備に努めたい。

取組方法２ 目標指標

道路の新設

産業建設部

取組方法１ 目標指標

自治会要望に伴う、市道の危険・狭隘箇所の拡幅整備

安全性・快適性の観点から道路の新設改良、拡幅、維持管理、バリアフ
リー化をめざす。

西名阪自動車道や２本の国道が東西に走るなど、極めて交通の利便性が高いが、急速な宅地開発による人口の増加とマイカー利用
の増加に道路整備が追いついていない状況にあるが、中和幹線、磯壁・北今市腺の整備も順調に進んでおり、今後、主要道路と連絡
する生活道路の拡幅整備が望まれます。

箇所数

部局長評価

Ｂ

箇所数

延長（ｍ）

延長（ｍ）



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

《現状と課題》

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ ５０ａ １３ａ 継続
方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

産業建設部

取組方法１ 目標指標

栽培圃場の確保

地場産品安定作付試験栽培の推進

既設朝市が行っておられる販売事業（ふれあい朝市：みそ販売、ふたかみ朝市：そば販売）に係る、製品の材料の安定した栽培、収
穫高を図るための作付け計画を行う。

本市においては、メインとなる農産物（加工品）がなく、今後、行政・農業者が一体となり香芝産品を作り出すことにより、農のアピー
ルを行う必要がある。また、国においては平成２０年７月に「中小企業と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」
が施行され、これに基づき本市においては、同年１０月に「香芝市農・商工連携促進準備会」を発足し、関係機関を委員として招集
し、本市の現状並びに方向性を検討・意見聴取の場を設けた。今後は、準備会を協議会等へと発展し、市内農業者・商工業者の各
代表にも参加いただき、広く意見を求め

みそ用大豆栽培圃
場

＋ ２０ａ

そば栽培圃場

みそ用大豆栽培に係る圃場については、概ね目標値に近い作付圃場のご協力が得られた。引き続き関係農家の協力を要請してい
く。また、そば栽培に係る圃場については、収穫時の機械導入のコスト、更には収穫したそばを製粉していただく工場が少量では引
き受けてくれにくく、これらの問題が今後の課題となると思われる。

取組方法２ 目標指標

部局長評価

B

１４ａ 継続



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

学校施設等の耐震化の推進 1

児童生徒の国際理解の推進 2

社会体育施設の指定管理者制度の推進 3

受益者負担（使用料）の見直し 4

学校と地域との連携 5

子ども読書活動の推進 6

青少年の健全育成と非行防止 7

中央公民館活動の活性化 8

史跡尼寺廃寺跡整備事業の推進 9

博物館事業の推進と活性化 10

達　成　度重点目標

平成２１年度部局目標

部局名 教育委員会事務局

  学校・家庭・地域社会との連携のもとに、心身ともに健康で、知性と感性に富み、郷土を愛する心と、国
際感覚を備えた市民として、人間性豊かに成長することを目指し、時代の変化に即応した学校教育を推
進する。 また、市民誰もが生涯を通じ、あらゆる場で学び、支え合うことができる生涯学習社会の実現を
図る。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 学校施設等の耐震化の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
診断率（第二次診断） ＋ 100% 100.0% 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
耐震化率 ＋ 71% 72.1% 継続

実績報告（成果と課題）

<< 成果 >>

耐震診断率（第二次診断）については予定通り実施し、診断率１００％を達成した。

<< 課題 >>

幼稚園施設において耐震診断の結果が、想定より悪かった。この為達成目標年度の変更も含め全体計画の再検討が必要である。

目標指標
耐震化率の向上

部局長評価

B

耐震化率の向上については、予定していた補強工事を完了したほか、耐震診断において耐震性を有すると判定された建
物があったため、目標値を超える実績となった。

取組方法２

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
耐震診断率（第二次診断）の向上

香芝市耐震改修促進計画では、市有の特定建築物については、平成27年度までに耐震化率９０％とすることを目標としていますが、
学校等の施設については、児童生徒たちの生活の場となっていることから、優先的に耐震化を進めることとし、平成21年度中に第二
次診断の診断率を１００％に、また、平成25年度には耐震化率100％とすることを目標に施設の耐震化を推進する計画をしています。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）
方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ ２５時間 20時間（56年 継続
３時間（1～4年）
８時間（幼稚園１園あたり）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ５時間 ０時間 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

B

児童・生徒の国際理解の推進 教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標

学習指導要領の改訂により、平成23年度から小学校５・６年生で外国語活動が実施されることとなった。これまで行ってきた、「英語に触れ
る」ということを目的にした総合的な学習の時間を利用しての英語活動を発展させ、社会や経済のグローバル化に備えた国際的な人材を
育成するための外国語活動、国際理解教育、異文化理解教育を推進していかなければならないものと考える。

　小学校における外国語活動におけるＡＬＴ配置は、平成１５年度より国際理解教育の一環として実施している。学習指導要領
の改訂により、平成２３年度から小学校５，６年生への週１回３５週の外国語活動が導入されることに向けて移行期間である平
成２１年度のＡＬＴ配置は各学校にとって大変重要なものであった。ＡＬＴ配置により、教職員の研修意欲も高まり、外国語活動
が大変活性化したものとなった。低学年や幼稚園にもＡＬＴを配置したため、児童・幼児が異文化に触れる機会が増え、英語学
習に関する関心が高まった。

　小・中学校における異文化理解教育として、独立した授業を行うことはできなかったが、幼稚園・小学校における外国語活動
の中に、異文化理解教育の要素が多く含まれていた。

小学校におけるALT活用授業を増やす。

取組方法２ 目標指標
小・中学校における異文化理解教育を進める

ALT活用年間授業数（/１学級）

異文化理解年間授業数（/学級）



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標3 社会体育施設の指定管理者制度の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

　体育施設条例を全部改正し指定管理者の指定等を規定。

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
指定管理者に対して、業務範囲及び内容等の協議調整 協議調整 ＋ 完了 完了 単年
体育協会の法人化 法人化 ＋ 完了 完了 単年
指定管理者選定委員会の設置 委員会設置 ＋ 完了 完了 単年
体育施設条例の改正 条例改正 ＋ 完了 完了 単年
指定管理者指定の議案の提出 議案提出 ＋ 完了 完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

　利用者サービスの向上と効果的な運営と経営コストの節減を目的に、指定管理者制度の導入を図る為、指定管理者選定委員会を

設置し香芝市体育協会を指定管理者として選定していただきました。

　条例等の改正を行い、１２月議会へ指定管理者の指定の議案提出し可決されました。

　体育協会として、指定管理を行うにあたり必要な法人格を取得し、新組織体制のもと業務内容の調整、事務引き継ぎ及び現場

研修を行い４月１日より社会体育施設の運営管理を行っている。

部局長評価

A

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標

　利用者サービスの向上と効果的な管理運営を目指し、コストの削減を図るため、香芝市体育協会を「指定管理者」として、選定し業
務の管理運営を行わせる方向で、協議調整中であります。事務事業の効率化とともに、住民の体育の向上、レクリエーションその他
健康増進を図ると共にスポーツ振興の推進に供し、広く住民のコミュニティーづくりの場として指定管理制度を活用し、市民サービスの
向上を図っていきたいと考えています。

　指定管理者としての業務・管理等の範囲を検討、調整し説明会を行うとともに、指定管理者を予定している、香芝市体育協会の法人
格を取得する。

　指定管理者選定委員会を設置し、選定委員会において指定管理者を選定審査の後、指定管理指定の議決を得て、平成２２年４月
より指定管理をスタートさせる。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標４ 受益者負担（使用料）の見直し（市立学校施設） 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
基準策定 ＋ 年度内の策定 条例・施行規則 単年

の改正

方向性 目標値 実績値 単年・継続
徴収金 ＋ ２００千円 0 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

A

平成２２年４年１日を施行日として香芝市立学校使用条例及び施行規則の改正を行なった。
学校施設の使用目的である社会教育、その他公共のために使用する団体に対して、受益者負担の適正化を図るため
免除規定、施設使用料の見直しを行なった。

取組方法２ 目標指標
香芝市立学校条例第８条第１項の適用団体に関する内
部規約の整備と利用者負担徴収金の徴収

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
使用許可基準の策定

(学校施設の使用許可基準の明確化)  　　香芝市各学校施設については、地域の児童生徒たちの体育活動等の場として、学校終業
時間後においても使用を許可していますが、近年地域コミュニティーの形成や地域スポーツの振興の場としての提供を求める声も多く
なっています。学校施設としては、地域の一員として積極的に地域活動に参加し施設の提供を行うことが必要と考えられますが、その
反面教育施設としての厳格な管理も求められています。今後の施設の使用において円滑に地域開放を行うため一定の基準をもうけ
る必要があると考えています。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標４ 受益者負担（使用料）の見直し（中央公民館） 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

目標指標 方向性 目標値 実績値 単年・継続

使用料収入 ＋ 2,500千円 2,000千円 継続

目標指標 方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ａ

減免制度を活用しながら自主団体活動の育成支援を行い、市民の生涯学習推進を図り、公民館の利用度を高
めて来ましたが、団体育成についてはほぼ達成しています。この様な状況の中、本市に於いては行政改革の中
で全施設の使用料の見直しが喫緊の課題となっていた。平成２１年９月議会に於いて、香芝市公民館条例の一
部を改正する条例案を上程、受益者負担の原則のもと、施設を使用する者と使用しない者との公平性の確保と
いう観点から光熱水費的な最低限の経費を基礎として、公民館利用者から施設使用料を徴収することになり、
現状ではトラブルもなくスムーズな移行ができているところである。今後、使用料の徴収に関係して利用状況の
変化や利用者の声に留意してまいりたい。

　公民館は本来有料施設であるが、減免制度を活用し、自主活動グループの育成支援を行いながら、生涯学習
の推進や社会福祉の向上に努めてきた。公民館登録団体数は増加傾向にあり、平成21年4月1日現在では、
126で、20年度と比較すると10団体の増加である。一般の利用者数も増加傾向にあるので当初の目的はほぼ達
成していると判断できることから減免制度の見直しが必要であると考える。　一方、本市の公共施設の使用料等
については、それぞれの施設毎に使用料や減免規定を設定していることから、施設間の格差や不均衡が生じて
いるので、今後は、市の共通の基準に基づき、減免規定等を見直し、利用者の負担の公平性に努める。（平成
21年4月1日から実施予定）

教育委員会事務局

部屋使用料の減免基準の見直しの実施

取組方法２

取組方法１



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標4 受益者負担（使用料）の見直し（体育施設） 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
指定管理者制度の移行に伴う施設条例の改正
使用料条例の改正

実績報告（成果と課題）

　関係諸団体等に対して、広報、ホームページ等に掲載並びに各施設に掲示し周知徹底したものです。

　また、会議開催時等にも同様に周知徹底したものです。

教育委員会事務局

目標指標

部局長評価

Ａ

　　方向として、スポーツ育成団体（体育協会加盟クラブ、スポーツ少年団、登録クラブ等）をどのような扱い（減免考慮の必要性）にす
るか。具体的に調整してまいりたい。

取組方法２ 目標指標

周知

　有料化に向け、適切な使用料の算定に、関係各位と協議調整を図り、施設条例等の改正を行い決定したものです。　　　　　　　　　　　

　平成２２年４月１日より、すべての社会体育施設の使用料の徴収をはじめました。

単年条例改正 ＋

 　　現在、総合体育館においては、市内在住職者以外は有料であり、地域体育館・グラウンド・テニスコートの利用については市民のみの使
用に限っており条例等により使用料については無料であります。また、スポーツ少年団等が学校施設を使用する場合学校開放の観点から使
用料を免除し、市民がスポーツを楽しめる現状にあります。

　　使用料を徴収するに当っては、学校施設の使用については、使用料の徴収及び減免等についても、関係課と協議を具体的に行う
必要があります。

取組方法１
　　すべての社会体育施設の有料化にむけて、適切な
使用料の算定及び関係諸団体等への周知の強化

完了



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標5 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
ボランティア配置 ＋ ３００人 223 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
ボランティア登録 ＋ ５００人 262 継続

実績報告（成果と課題）

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
学校支援地域支本部の設置とボランティア配置

　（学校と地域との連携）　　現在、市立園・学校の運営に関しては、教職員が中心となり市教委と各園・学校がめざす教育の実現のため不断の努
力を続けているところである。また、学校評議員制度、外部評価等の制度により、学校運営に地域の意見を反映させようとする動きも確かなものに
なっている。一方、教職員においては、多種多様な統計や報告といった事務的な校務が年々増加していることに加え、保護者や関係者の対応など
も増加し、子どもと向き合う時間が確保できないのが現状である。このような中、団塊の世代の大量退職時代を迎え、地域にある人材を学校運営
に活用することが可能となってきた。子どもたちの成長を地域とともに促し、特色ある学校運営方針を地域に発信し、地域全体が『我が学校』という
意識を高め、総がかりで子どもたちを育てていく必要がある。

学校と地域との連携

目標指標
地域ボランティアの養成と登録

部局長評価

Ｂ

　平成20年度から実施した「学校支援地域本部事業」は、広報誌での紹介や校区別に各戸に募集チラシを配布するなど地域の認知
度は確実に上がってきている。また、学校においても、登下校の見守りや図書館だけでなく、授業にボランティアを受け入れるなど、協
働への意欲が見え始めている。今後も、積極的な広報を進めるとともに、学校が受け入れやすいボランティアの養成などにも取り組
み、学校教育に偏重せず地域全体で子どもを育てる気運づくりを進めていきたい。

取組方法２



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標6 子ども読書活動の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
団体貸出冊数 ＋ 　　利用増 ６，２０６冊 継続
連携事業数 ＋ 　精査と充実 ①小８校中１校 継続
(①ブックトーク②見学等) ②小９校中１校

方向性 目標値 実績値 単年・継続
団体貸出冊数 ＋ 　　利用増 ４，７６７冊 継続
ボランテイア支援 ＋ 　　充実 研修会　３回 継続
啓発事業 ＋ 　　充実 ６回　 継続

実績報告（成果と課題）

 

 

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
学校（学校図書館）との連携・協力 　　　　　　　　　　　　　　

　市民図書館では、平成20年（２００８年）3月に策定された『香芝市子ども読書活動推進計画』に基づき、学校など関係機関や団体、
市民との連携を図りながら、種々の事業を展開しています。児童書の冊数や年間貸出冊数などは県内の他の自治体と比較して、高
い数値ですが、一方、「小・中学校における読書アンケート調査」によれば、1ヶ月に読む冊数は、いずれも全国平均（平成18年度）に
比べると少なく、また、「どこの本を読むか」という質問に対しても、市民図書館や学校の本の割合が少ないなどとなっています。資料
費や謝礼金の減額、職員数の減少という厳しい現状ですが、現行事業の見直しも行いながら、学校等との連携や市民との協働を図
り、子ども読書活動を推進したいと考えます。

関係機関・団体や市民との連携と協働

(成果）　平成２１年度の新規の取り組みとしては、従来の館内サービスや団体貸出サービス等に加え、①　学校や幼稚園等子どもに
関わる施設での読書活動の推進を図るために、校長会、幼稚園長会、保育所長会に各2回出席して、子ども読書の大切さや図書館
サービスなどについて、管理職の理解と協力を求めた。　②　関係課・施設と図書館の連携を推進するために、学校教育課や児童福
祉課が主催するボランテイア講座の講師に職員を派遣した。　③　市民と協働で読書活動を推進するために、子どもと本をつなぐボラ
ンテイアの交流と活動支援のために、フォローアップ講座を開催した。　④　「グリム絵本館」事業へ参加・協力したこと。

部局長評価

Ｂ

（課題）　『香芝市子ども読書活動推進計画』が策定されて3年目を迎えるが、課題としては、推進体制（事務局、市民参加）が確立され
ていないために、①　子ども読書活動の推進に向けた各課・施設間の事業調整や連携、情報共有が十分にできていない。②　推進法
や計画の本来目的である市全体の子どもの読書環境の整備についての共通認識が持ちにくい。　③　学校からの団体貸出冊数が横
ばい,もしくは減少気味である。読み物だけではなく、授業（調べ学習等）や行事での図書館資料の活用をＰＲする必要がある。

　市民図書館では、平成20年（２００８年）3月に策定された『香芝市子ども読書活動推進計画』に基づき、学校など関係機関や団体、
市民との連携を進めてきたが、特に児童福祉課・保育所等との本格的な連携が図れたことが子ども読書活動にとって大きい。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標7 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 　　　　７０人 １２０人 継続
＋ 　　　　　２回 ４回 継続
＋ 　　　　６１回 ８９回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 　　　　２５人 ３０人 継続
＋ 　　　　２５人 ２５人 継続
＋ 　　　　８０人 ６６人 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

青少年を非行から守り、心身共にたくましく、自立した青少年を育成していくことは重要課題であり、健全育成を実現するため、家庭・
学校・地域社会が一体となって関係機関及び各種団体と連携を図り、また地域ぐるみで街頭指導の強化、教育相談の充実、広報啓
発・環境浄化活動、青少年の自立活動支援に取り組んでいる。また、「ふるさと探訪事業」「自然体験ツアー事業」や「雪体験ツアー事
業」など団体生活、自然体験活動を通じて、「協調・協力・協働」という概念を獲得し、参加者から親子のかかわりやふれあいを深める
ことができて良かったという意見やハガキ等が寄せられている。なお、雪体験ツアー参加者が減少しているのは、安全性を第１に考
え、利用する自動車のシートベルトの設置されている席数に限定したため、また、インフルエンザ及び親の仕事の都合によるキャンセ
ルで減少した。

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
各種事業（教育講演会、防犯パトロール等）を継続して
推進する。

青少年センターの重要課題である青少年の健全育成と非行防止活動は、長期にわたって継続した活動を鋭意推進することが重要で
あることから、将来にわたって地域関係機関・団体との連携活動等をさらに緊密にしていく必要がある。

青少年の健全育成と非行防止

教育講演会参加者数

駅頭啓発実施回数

防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ(特別巡視)回数

取組方法２ 目標指標
青少年指導員連絡協議会と緊密に連携を図りながら、
自然体験・社会体験を通じて友達や家族とのふれあい
を図る取り組みを継続して推進する。

ふるさと探訪参加者数

自然体験ﾂｱｰ参加者数

雪体験ﾂｱｰ参加者数





平成２１年度部局目標個別シート

重点目標9 史跡尼寺廃寺跡整備事業の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
整備率 ＋ ７４．８８％ ７０．９１％ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
用地買収 ＋ ９７．６７㎡ 0 単年
工事延長 ＋ ５１ｍ 0 継続

実績報告（成果と課題）

部局長評価

Ｂ

　平成２１年度においては、整備工事と平成２２年度に工事を予定している市道用地の買収を目標として取り組みました。
　整備工事については補助金が要望通り認められたことから、当初予定していた工事をすべて竣工することができました。ただし、全
体計画額に変更があったため実績値は下がっています。
　一方、市道用地の買収については、地権者と何度も交渉しましたが理解が得られず買収できませんでした。この部分を買収しないと
現市道を付け替えることができず、しかも、平成２２年度に要望している交付金事業ができなくなります。したがって、平成２２年度にお
いては市道用地買収を最大の目標とし、早期に買収できるよう取り組まなければなりません。

取組方法２ 目標指標
市道新設

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
史跡尼寺廃寺跡の整備工事

尼寺廃寺跡は平成１４年３月１９日付けで国史跡に指定されたました。国史跡に指定される遺跡は美術工芸品に例えれば重要文化
財に相当し、後世に伝えなければならない国民共有の財産です。そこで、文化庁から公有化を図って公園として整備するよう指導が
ありました。公有化については９０％の補助金（国８０％、県１０％）、整備については国５０％、県は上限１，０００万円の補助がありま
す。また、市にとっても開発から貴重な文化遺産を守って後世に伝えることはもちろんのこと、公園として整備することによって市民に
憩いの場と地域の文化財に触れ合う場を提供して文化財保護意識の向上をはかり、さらに、全国に尼寺廃寺跡をアピールすることが
できます。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１0 博物館事業の推進と活性化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
観覧者数 ＋ 10000人 8700人 継続
事業参加者数 ＋ 9000人 8383人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

目標指標

部局長評価

B

　平成21年度は重点目標として「事業の充実と活性化」に取り組んだ。観覧者数は常設展利用者が有料無料合わせて前年比＋1,581
人と増加したものの、特別展は新型インフルエンザの影響で団体利用が0件であったことなど、前年比△2,481人で大幅な減となり目
標値にはいたらなかった。事業についてもインフルエンザの影響はあったが、特色のある事業展開を推進したことで参加者が増加し
た。また、21年度は常設展映像室を企画テーマ室としてリニューアルを実施し下田東古墳出土の埴輪群や木棺などを常設することで
資料の充実を図った。これら事業の充実により常設展の観覧者増につながったものと考えられる。今後はさらに展示と講座・講演会等
の普及事業を両輪で充実させ、活性化を図っていきたい。

取組方法２

教育委員会事務局

取組方法１ 目標指標
事業の充実と活性化

　 地域文化を積極的に公開する事業展開を進め、市民の年齢層に応じた学習機会の充実につとめているところであるが、歴史や文
化財に関連する類似の事業が各地で開催され参加者が分散している。そのような現状のため、本市ならではの特色ある事業を推進
し活性化を図り、一過性にならない継続して学ぶことができる学習環境の整備が必要である。博物館では３年前から夏期休暇中の
小・中学生を対象とした体験学習の充実を図っており、年々参加者が増加している。また、展示においても下田東遺跡をテーマとする
特別展を開催し、それに関連して常設展の一部を改変し、同遺跡出土資料の常設スペースを設け、常設展の充実を図り、観覧者増に
つなげる。



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

1

2

3

議会改革の支援体制の強化を図る

事務局機能の強化を図る

議会の情報提供に関する充実を図る

平成２２年度部局目標

　議会事務局は、「住民の代表である議会」の補佐機関として、議会運営及び議員活動のサポートをする
と共に、正確な議会情報の提供を行い、市民・議員・行政の信頼に応えるために下記の3点を重点目標と
し、考察する。また、本年は、奈良県市議会議長会の会長市としての様々な業務も増えるが、より効率的
に業務を推進する。

重点目標

議会事務局部局名



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
見直し作業 ＋ 完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

議会事務局

取組方法１ 目標指標
政務調査費の手引きの見直し

議会改革の支援体制の強化を図る

　　地方分権を推進するための地方自治体の改正により、地方議会が果たす役割は飛躍的に拡大している。これからの
地方議会は、政策の審議、監視、評価だけに止まらず、議会自ら政策立案機能を強く求められている。こうした中で、22
年3月に議会改革特別委員会が設置され、「政務調査の使途に関する審査」「政務調査の使途基準の見直し」「その他議
会運営全般について」などをテーマとして、市議会自体の改革に向けた取り組みが行われる予定である。今年度は、19
年3月に作成された「政務調査費の手引き」の見直しや、その他議会に係る改革が行われる予定である。

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 年4回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

事務局機能の強化を図る 議会事務局

   議会が権能強化し、議員自らが政策立案を行っていくためには、議員をサポートする議会事務局の議事運営能力・調
査法制能力・情報提供能力の充実が前提となる。これを実現するには、専門研修等に積極的に参加し、事務局機能の強
化を図る。

取組方法１ 目標指標
政策法務や議会運営等の研修等の積極的な参加

取組方法２ 目標指標

研修会等の参加



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ５Ｐ増×年4回 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

議会の情報提供に関する充実 議会事務局

　現在は、議会だより、議会のホームページにより、市民に議会の情報提供を行っているが、さらに、情報提供の充実を
図るため、市民に開かれた市議会を目指して、市議会の活動をわかりやすく市民に情報を提供する。

取組方法１ 目標指標
議会だよりの紙面のページ数を増やし、紙面の充実を図る 市議会の活動など

取組方法２ 目標指標

広く情報提供を行う



基本方針（ビジョン）

平成２１年度重点目標

優先順位

経営の健全化 1

水道施設の耐震化 1

鉛製給水管の早期解消 3

お客さまサービス向上 4

応急対策の充実 5

業務委託の適正化 6

省資源・省エネルギーの推進 7

達　成　度

平成２１年度部局目標

　平成２０年度に水道事業の将来像としての基本理念を「快適な水道サービスと安定した水道事業を目
指して」とし、この基本理念を柱に、厚生労働省が定めております、安心・安定・持続・環境・国際の５項目
を基本方針とし香芝市水道事業中長期基本計画（地域水道ビジョン）を策定したなかで、中長期計画とし
中期（Ｈ２２～Ｈ３２）・長期（Ｈ３３～Ｈ４２）の実現施策課題のうち重点的に取り組む項目で平成２１年度か
ら継続していくものを重点目標として取り上げました。

重点目標

水道局部局名



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 経営の健全化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
料金改定 ＋ 供給単価を上げる － 継続
給水原価の低減 － 県水値下げ等 －５円 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
局内のコスト縮減 － 給水原価を下げる 継続

実績報告（成果と課題）

◎コストの縮減については、削減された予算どおりに執行しており、今後、平成２２年度もコストの縮減を継続する。

Ｃ

◎平成２２年度より奈良県営水道の販売単価が値下げされるのに伴い平成２２年４月検針分より料金体系の見直しをした結果、実質
的には一部値下げになることによって、料金収入の増加は見込めず、今後、新たな料金の見直しが課題となる。

部局長評価

取組方法２ 目標指標
コスト縮減

水道局

取組方法１ 目標指標
財源の確保

◎財源の確保：収益的収入の主な財源は料金収入で、現状では料金収入の増加は見込めず、今後は料金の見直しが課題になりま
す。　　　　　　資本的収入については、今後、企業債や国庫補助金の活用、分担金や手数料の検討、水道遊休地の活用・売却などで
財源を確保します。

◎コストの縮減：本市の場合、給水原価が供給単価を大きく上回っており、給水原価の低減対策として局内のコスト縮減の他、関係
市町村と連携を図りながら奈良県営水道に対し料金値下げなどの要望を行う。



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標１ 水道施設の耐震化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
8000tタンク耐震化 ＋ 完了を目標 完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

基幹施設の耐震化

取組方法２ 目標指標

◎平成２１年度は８０００ｔタンクの耐震化については完了いたしました。平成２２年度は４０００ｔタンクの耐震化をする予定である。

水道局

◎本市は東南海・南海地震防災対策推進地域に指定されており、地震の発生が懸念されています。配水タンクの耐震化について
は平成17、18年度に「水道施設のリスク管理の為の調査」を実施し、今泉配水場の8,000ｔタンク及び4,000ｔタンクの耐震化を図らなけ
ればならないという結果がでました。また、厚生労働省より水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正があり、早期に「耐震化
計画」を策定し、概ね10年以内に基幹施設の耐震化を完了するように計画的に実施いたします。

取組方法１ 目標指標

取組方法３ 目標指標

B

部局長評価



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標３ 鉛製給水管の早期解消 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
鉛製給水管戸数 － 250戸／年 240戸／年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

◎鉛製給水管の布設替えについては平成２１年度において２４０戸布設替えし、今後、年間２５０戸を目標に布設替えを行う。

部局長評価

Ｂ

鉛製給水管解消対策の推進

取組方法２ 目標指標

水道局

◎香芝市の鉛製給水管の残存戸数は、平成１２年度末で約５，０００戸でありました。水道局として平成１４年度から集中的に鉛製給
水管解消のための事業及び施設改良等での布設替えを行った結果、平成２０年度末の残存数は約３，２００戸であり、この間鉛製給
水管の解消率は約３６％です。平成１６年６月に厚生労働省において策定された「水道ビジョン」で、達成すべき施策目標のひとつと
して、鉛製給水管の総延長を５年後に半減し早期にゼロにするという目標を掲げられておりますが、財政面及び残存戸数も多く、現
状では年間２００戸程度の解消にとどまっております。平成１９年度には、厚生労働省より鉛製給水管の整備を急ぐように通知もあ
り、早期の解消を目指しているところです。課題として、鉛製給水管の整備には、多大な費用が必要になってきますが、老朽化した
配水管の布設替え及びその他の工事と併せて、積極的に更新を行い、平成３２年度までには、鉛製給水管全廃を目指しています。

取組方法１ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標４ お客さまサービス向上 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
民間に任せる ＋ 窓口サービス等 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

目標指標

水道局

◎窓口サービス等の充実：現在、窓口対応については職員で行っております、行政改革等により係の人数も制限されているなかで他
の業務中に電話又は窓口対応の追われておるのが現状であります、今後、窓口サービスをより充実するため業務委託を検討し進め
ていきたいと思います。また、料金収納サービスのより一層の強化としクレジットカードによる収納を検討していきます。

Ｃ

取組方法１

◎窓口サービスについては今後、引き続き検討を継続する。

部局長評価

◎クレジットカード収納については検討又は調査をした結果、今の段階では１件当たりの手数料が他の収納方法に比べ増大であり、
現在口座振替をしている利用者からの移行が予想され、手数料の増額になるデメリットがあるため、今後、手数料の金額により検討
する。

目標指標
窓口サービス等の充実

取組方法２



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標５ 応急対策の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
緊急貯水槽設置 ＋ １基 １基 継続
給水袋の配備 ＋ ２０００袋 １８００袋 継続
給水タンクの配備 ＋ ５基／ｔ ５基／ｔ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

Ｂ

◎給水タンクについては平成２１年度に１ｔタンクを５基購入いたしました。今後、保管倉庫を確保し順次購入していく予定であります。

部局長評価

取組方法３ 目標指標

◎緊急貯水槽については平成２１年度は鎌田小学校に１００ｔ設置し、今後、平成２２年度に香芝中学校１００ｔと二上小学校６０ｔ設置予

◎給水袋は平成２１年度１８００袋を購入し、平成２２年度は２０００袋を追加購入する予定である。

応急対策の充実

取組方法２ 目標指標

水道局

◎災害時における飲料水及び防火用水の確保を目的とし「香芝市地域防災計画」によ指定避難所等のうち6箇所に一人１日3ﾘｯﾄﾙ
を3日間確保できる耐震性貯水槽の整備を実施していく。　（但し、駅前区画整備事業による２箇所は除いています。）また、応急給
水用品の整備も併せて行っていきます。
◎県営水道と「送水管応急給水栓設置等に係る協定書」により、２２年度までに香芝市内に４箇所設置する予定で、２３年度以降、
耐震化の進んでいる県営水道施設を災害時に使用できることにより、香芝市の施設と併用して応急給水ができるようになります。

取組方法１ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標６ 業務委託の適正化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
民間に任せる ＋ 窓口サービス等 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

水道局

◎業務委託：平成２０年度末現在、毎日水質検査、検針業務、開閉栓業務、量水器取替など委託しているのが現状ですが今後、民
間に任せられる業務についは委託を検討していきます。

Ｃ

取組方法１

業務委託については委託業務の一元化を検討していく。

部局長評価

目標指標
業務委託の検討

取組方法２ 目標指標



平成２１年度部局目標個別シート

重点目標７ 省資源・省エネルギーの推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
平成２４年度までに
平成１９年度比で
３％削減する。

方向性 目標値 実績値 単年・継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

有効率

　 香芝市環境基本計画と整合を図りながら、地球環境保全のため、地球の温暖化の防止、オゾン層の破壊の防止及びその他の施
策を積極的に推進します。

◎平成１９年度末現在、香芝市の有効率は９９．８％と高いことから、漏水量は非常に少ないといえます。しかしながら、今後、耐用
年数４０年を超える管路が増えることから、漏水量の増加が見込まれます。そのため、計画的な老朽管の更新や水圧の適正管理を
実施し、漏水量の軽減に努め、現在の有効率を維持します。

◎建設副産物の有効利用については、廃棄物処理法等の法律により、積極的に推進することにより、工事中に発生する廃棄物の
減量化と新たな資源を消費しないという２つの利点があります。今後も常にこのことを念頭に置き実施していきます。

＋ 99.8% 99.8% 継続

水道局

◎地球環境保全の推進：地球の温暖化の防止、オゾン層の破壊の防止及びその他の施策を積極的に推進する。

取組方法２ 目標指標

継続3.90%

部局長評価

電気の使用量＝平成１９年度３１３，６６７Ｋｗｈ　平成２１年度３０１，４４３Ｋｗｈ

取組方法３ 目標指標
建設副産物の有効利用

継続

Ｂ

取組方法１ 目標指標
温室効果ガス排出量の削減

－

再生品等の利用 ＋

漏水防止対策の推進


